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Ⅰ 認証評価結果 

 

筑波大学は、大学設置基準をはじめ関係法令に適合し、大学評価・学位授与機構が定める

大学評価基準を満たしている。 

 

主な優れた点として、次のことが挙げられる。 

○ 『筑波スタンダード』により、学士課程における教育の目標とその達成方法及び教育内容の改善の方

策を含む教育の枠組みを明らかにし、広く社会に公表している。 

○ 教員の流動性と若手教員の活性化を目的とするテニュア・トラック制を全学的に導入するとともに、

民間企業等との共同事業を推進するために、企業等から派遣される者を産学連携教員として受け入れる

制度を導入している。 

○ 大学院課程において、英語のみで学位取得が可能な留学生特別プログラムを先導的に実施し、平成21

年度文部科学省グローバル30への採択により、平成22年度からは学士課程を含めて大幅な拡充を行っ

ている。その結果、平成 22 年５月１日現在における大学院課程の留学生数は、1,139 人（収容定員の

20.6％）である。 

○ 大学院課程において、バランスのとれた教養と豊かな人間性を有する人材を育成することを目的とし

て大学院共通科目を開設している。 

○ 大学院課程において、主専攻に加えて、それ以外の研究科・専攻との学位の同時取得を可能とするデュ

アルディグリープログラムを実施している。 

○ 教育活動等の改革に対する積極的な取組が、文部科学省の各種教育改革プログラムにおいて、教育ＧＰ

１件、特色ＧＰ４件、現代ＧＰ４件、学生支援ＧＰ１件、大学院ＧＰ４件、「「魅力ある大学院教育」イ

ニシアティブ」４件、教員養成ＧＰ２件、「派遣型高度人材育成協同プラン」１件、「先導的ＩＴスペシャ

リスト育成推進プログラム」１件、「サービス・イノベーション人材育成推進プログラム」１件、「法科

大学院等専門職大学院形成支援プログラム」２件の採択につながっている。 

○ 文部科学省21世紀ＣＯＥプログラムに平成14年度に３件、平成15年度に１件が採択され、支援期間終

了後も継続的発展に努め、これらの研究成果を大学院教育に活かしている。 

○ 文部科学省グローバルＣＯＥプログラムに平成19年度に１件が採択され、研究成果を大学院教育に活

かしている。 

○ 障害学生支援室では、ピア・チューター養成講座の開設、総合科目「共生キャンパスとボランティア」

の開設等により一般学生への啓発活動を行うとともに、障害学生支援室ウェブサイトにおいて、当該大

学の障害学生支援体制・状況について周知を図っている。また、日本学生支援機構が行う障害学生修学

支援ネットワークの拠点校として、他大学からの障害学生支援に対する相談を受けており、当該大学の

みならず、他大学の障害学生支援にも寄与している。 

 

主な改善を要する点として、次のことが挙げられる。 

○ 学士課程の一部の３年次編入及び博士課程の一つの研究科においては、入学定員超過率が高く、博士

後期課程の一部の研究科においては、入学定員充足率が低い。 

 



筑波大学 

 

2-(2)-4 

Ⅱ 基準ごとの評価 

基準１ 大学の目的 

１－１ 大学の目的（教育研究活動を行うに当たっての基本的な方針、達成しようとしている基本的な

成果等）が明確に定められており、その内容が、学校教育法に規定された、大学一般に求められ

る目的に適合するものであること。 

１－２ 目的が、大学の構成員に周知されているとともに、社会に公表されていること。 

 

【評価結果】 

基準１を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

１－１－① 大学の目的（学部、学科又は課程の目的を含む。）が、明確に定められ、その目的が、学校教育法第 83 条に

規定された、大学一般に求められる目的から外れるものでないか。 

筑波大学は、東京教育大学の伝統と特色を活かし、大学に対する内外からの様々な要請にこたえるため、

昭和48年10月に「開かれた大学」、「教育と研究の新しい仕組み」、「新しい大学自治」を特色として開学

した。 

開学以来の経験と成果を活かしてまとめられた『筑波大学の基本構想』（昭和55年２月28日制定）の冒

頭において、「公開・学際・責任」を３つの柱とした「建学の理念」の中に、「基礎及び応用諸科学につい

て、国内外の教育・研究機関及び社会との自由、かつ、緊密なる交流連係を深め、学際的な協力の実をあ

げながら、教育・研究を行い、もって創造的な知性と豊かな人間性を備えた人材を育成するとともに、学

術文化の進展に寄与すること」を明示している。 

その理念の下、学群学則第１条の２に基づき、各学群の履修細則に学群・学類の人材の養成に関する目

的その他教育研究上の目的を定めている。 

また、これらを踏まえて、学士課程における教育の目標とその達成方法及び教育内容の改善の方策を含

む教育の枠組みを『筑波スタンダード』として明らかにし、平成20年３月より公表している。 

これらのことから、目的が明確に定められ、その目的が、学校教育法に規定された大学一般に求められ

る目的から外れるものでないと判断する。 

 

１－１－② 大学院を有する大学においては、大学院の目的（研究科又は専攻の目的を含む。）が、明確に定められ、その

目的が、学校教育法第99条に規定された、大学院一般に求められる目的から外れるものでないか。 

昭和 55 年２月に明示された「建学の理念」の下、大学院学則第３条の２において課程の目的を「修士

課程及び博士前期課程は、幅広く深い学識の涵養を図り、専門分野における研究能力又はこれに加えて高

度の専門的な職業を担うための卓越した能力を培うことを目的とする。」（第１項）、「一貫制博士課程、博

士後期課程及び３年制博士課程は、専門分野について、研究者として自立して研究行動を行うに足る、又

は高度の専門性が求められる社会の多様な方面で活躍し得る高度の研究能力とその基礎となる豊かな学識

を養うことを目的とする。」（第２項）、「専門職学位課程は、幅広い分野の学士課程の修了者や社会人を対

象として、特定の高度で専門的な職業能力を有する人材の養成に特化して、国際的に通用する高度で専門

的な知識・能力を涵養することを目的とする。」（第３項）、「法科大学院の課程は、専ら法曹養成のための

教育を行うことを目的とする。」（第４項）と定めている。 
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さらに、第３条の３に基づき、各研究科の人材養成目的等を定める細則に研究科・専攻ごとの人材養成

目的等を定めている。 

これらのことから、大学院の目的が明確に定められ、その目的が、学校教育法に規定された大学院一般

に求められる目的から外れるものでないと判断する。 

 

１－２－① 目的が、大学の構成員（教職員及び学生）に周知されているとともに、社会に広く公表されているか。 

「建学の理念」は、大学概要に記載し、学内外に配布するとともに、ウェブサイトにおいて社会に広く

公表している。教育組織の人材養成目的等については、入学案内に記載し、入学希望者等に配布するとと

もに、ウェブサイトにおいて学内外に公表している。 

また、大学構成員に対しては、学生には履修要覧、学生便覧の配付、新任教員には研修会等を通じて、

周知を図っている。 

これらのことから、目的が大学の構成員に周知されているとともに、社会に広く公表されていると判断

する。 

 

以上の内容を総合し、「基準１を満たしている。」と判断する。 

 

【優れた点】 

○ 『筑波スタンダード』により、学士課程における教育の目標とその達成方法及び教育内容の改善の

方策を含む教育の枠組みを明らかにし、広く社会に公表している。 
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【評価結果】 

基準２を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

２－１－① 学部及びその学科の構成（学部、学科以外の基本的組織を設置している場合には、その構成）が、学士課程

における教育研究の目的を達成する上で適切なものとなっているか。 

開学当初は、文系、理系、工学系、農学系に分類される学類が複数集まって文理融合型の組織を第一学

群（基礎分野）、第二学群（文化・生物分野）、第三学群（経営・工学分野）として形成していたが、平成

19年度に育成すべき人材の目標と担うべき学問分野の範囲及び教育目標をより明確にし、コアカリキュラ

ムを開発するなど、教育組織としての役割を強化し、アイデンティティーの共有化を図るために、現在の

学群・学類へ改組・再編している。 

学士課程は、広い視野、豊かな人間性及び確かな学力を備えた人材を育成する立場から、現在では、幅

広い学問領域からなる７学群23学類と２専門学群で構成されている。 

・ 人文・文化学群（人文学類、比較文化学類、日本語・日本文化学類） 

・ 社会・国際学群（社会学類、国際総合学類） 

・ 人間学群（教育学類、心理学類、障害科学類） 

・ 生命環境学群（生物学類、生物資源学類、地球学類） 

・ 理工学群（数学類、物理学類、化学類、応用理工学類、工学システム学類、社会工学類） 

・ 情報学群（情報科学類、情報メディア創成学類、知識情報・図書館学類） 

・ 医学群（医学類、看護学類、医療科学類） 

・ 体育専門学群 

・ 芸術専門学群 

学群は、専門領域を中心としていくつかの学問分野を総合した形で構成されており、学類は学群に属し、

学生の教育指導について基礎的な責任を持つ組織となっている。また、専門的な能力を必要とする分野（体

育、芸術）には、専門的な一貫教育を行う専門学群を置いている。なお、専門学群及び学類においては、

それぞれの教育研究上の目的に照らして、主専攻分野を編成している。 

このことにより、当該大学の基本的な目標である高度で先進的な研究に裏打ちされた学士課程から博士

課程までの教育を通じて学生の個性と能力を開花させ、豊かな人間性と創造的な知力を蓄え、自立して国

際的に活躍できる人材を育成するための教育研究の充実・展開を図っている。 

これらのことから、学群及び学類の構成が、学士課程における教育研究の目的を達成する上で適切なも

のとなっていると判断する。 

 

２－１－② 教養教育の体制が適切に整備され、機能しているか。 

教養教育機構が、学士課程における教養教育の基本的方針に関する企画立案及び実施の総括等を行って

基準２ 教育研究組織（実施体制） 

２－１ 大学の教育研究に係る基本的な組織構成（学部及びその学科、研究科及びその専攻、その他の

組織並びに教養教育の実施体制）が、大学の目的に照らして適切なものであること。 

２－２ 教育活動を展開する上で必要な運営体制が適切に整備され、機能していること。 
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いる。教養教育機構は、教育担当副学長を機構長として、教養教育の各科目の運営・実施組織の長及びファ

カルティ・ディベロップメント（以下「ＦＤ」という。）委員会委員長等で構成されている。 

運営に当たっては、機構が長期的な観点から、当該大学における教養教育充実のための基本方針の立案

及びカリキュラムの編成等の業務を行っている。 

教養教育は、基礎科目として開設する「共通科目」と「関連科目」がその役割を担っており、「共通科

目」は、総合科目、体育、外国語（第一外国語、第二外国語、外国語中級、外国語上級、英語Ｓ）、情報処

理（講義、演習、上級）、国語及び芸術の授業科目で構成している。また、「関連科目」は、当該専門分野

の履修に関連して履修する科目であり、該当する授業科目は、第二外国語、及び他学群・学類が開設する

科目で、各学群・学類の履修細則において履修の方法等を定めている。 

共通科目のうちの総合科目の運営に当たっては、総合科目編成部会が責任を持ち、学生による授業評価

アンケートの実施や総合科目シラバスの作成に加え、総合科目ＦＤ研修会を開催している。 

これらのことから、教養教育の体制が適切に整備され、機能していると判断する。 

 

２－１－③ 研究科及びその専攻の構成（研究科、専攻以外の基本的組織を設置している場合には、その構成）が、大学

院課程における教育研究の目的を達成する上で適切なものとなっているか。 

開学以来、５年一貫制博士課程と修士課程（独立修士課程）を並列するシステムをとってきたが、平成

12年度から平成13年度にかけて、５年一貫制博士課程20研究科を７つの大研究科に再編成した。さらに、

平成16年度から平成20年度にかけて、研究科の目的・性格により、学生の能力、適性等に応じた進路指

導を可能とし、研究者養成機能だけでなく、高度専門職業人養成機能も一層強化するために、５年一貫制

や区分制等の多様な設置形態の専攻を併せ持つ現在の研究科へと改組・再編を行っている。 

大学院課程は、深い専門性に裏付けられた高度の研究能力と幅広い学識を兼ね備えた研究者及びグロー

バルな視野と専門的実務能力を併せ持つ高度専門職業人を育成するため、博士課程７研究科85専攻と修士

課程１研究科３専攻で構成されている。 

人文社会科学研究科 

博士前期課程：現代語・現代文化専攻、国際公共政策専攻、経済学専攻、法学専攻、国際地域研究専攻 

博士後期課程：現代語・現代文化専攻、国際公共政策専攻、経済学専攻、法学専攻、国際日本研究専攻 

５年一貫制博士課程：哲学・思想専攻、歴史・人類学専攻、文芸・言語専攻 

ビジネス科学研究科 

博士前期課程：経営システム科学専攻、企業法学専攻 

博士後期課程：企業科学専攻 

専門職学位課程：法曹専攻、国際経営プロフェッショナル専攻 

数理物質科学研究科 

博士前期課程：数学専攻、物理学専攻、化学専攻、物質創成先端科学専攻、電子・物理工学専攻、物性・

分子工学専攻 

博士後期課程：数学専攻、物理学専攻、化学専攻、物質創成先端科学専攻、電子・物理工学専攻、物性・

分子工学専攻 

３年制博士課程：物質・材料工学専攻 

システム情報工学研究科 

博士前期課程：社会システム工学専攻、経営・政策科学専攻、リスク工学専攻、コンピュータサイエン

ス専攻、知能機能システム専攻、構造エネルギー工学専攻 
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博士後期課程：社会システム・マネジメント専攻、リスク工学専攻、コンピュータサイエンス専攻、知

能機能システム専攻、構造エネルギー工学専攻 

生命環境科学研究科 

博士前期課程：地球科学専攻、生物科学専攻、生物資源科学専攻、環境科学専攻 

博士後期課程：地球環境科学専攻、地球進化科学専攻、構造生物科学専攻、情報生物科学専攻、国際地

縁技術開発科学専攻、生物圏資源科学専攻、生物機能科学専攻、生命産業科学専攻、持続

環境学専攻 

５年一貫制博士課程：生命共存科学専攻 

３年制博士課程：先端農業技術科学専攻 

人間総合科学研究科 

修士課程：スポーツ健康システム・マネジメント専攻、フロンティア医科学専攻 

博士前期課程：教育学専攻、心理専攻、障害科学専攻、生涯発達専攻、感性認知脳科学専攻、看護科学

専攻、体育学専攻、芸術専攻、世界遺産専攻 

博士後期課程：教育基礎学専攻、学校教育学専攻、心理学専攻、障害科学専攻、生涯発達科学専攻、感

性認知脳科学専攻、看護科学専攻、体育科学専攻、芸術専攻、世界文化遺産学専攻 

３年制博士課程：ヒューマン・ケア科学専攻、スポーツ医学専攻、コーチング学専攻 

４年制博士課程：生命システム医学専攻、疾患制御医学専攻 

図書館情報メディア研究科 

博士前期課程：図書館情報メディア専攻 

博士後期課程：図書館情報メディア専攻 

教育研究科 

修士課程：スクールリーダーシップ開発専攻、教科教育専攻、特別支援教育専攻 

研究科の編成においては、当該大学の目指す専門性と学際性を併せ持つ組織を実現するために、相互に

関係する科学の領域を広域的に融合させた構成をとっている。 

博士課程を持つ研究科は前期課程・後期課程による区分制を基本としているが、学問分野の性格に基づ

き、５年一貫制課程、前期課程（修士課程及び専門職学位課程を除く）又は後期課程（３年制博士課程）

のみの構成をとっている研究科もある。前期課程では専門分野における研究能力又はこれに加えて高度の

専門的職業を担う能力の涵養、後期課程及び５年一貫制の課程では専門的分野における研究者の養成をそ

れぞれ主たる目的として、幅広い知識を基盤とした高い専門性を涵養する高度な教育を行っている。 

また、専門職学位課程としてビジネス科学研究科に法曹専攻（法科大学院）と、国際経営プロフェッショ

ナル専攻（経営系専門職大学院）を設置し、法曹及び経営分野で高度で専門的な職業能力を有する人材の

養成のための教育を行っている。 

修士課程では、高度専門職業人の養成又は社会人の再教育を目的として、通常の専門分野の区分にとら

われない学際的な教育を行っている。 

当該大学では、先導的取組として、大学院課程において、大学院共通科目を平成 20 年度から開設して

いる。修了生に求められるのは、専門分野の深い見識や経験に留まらず、幅広く深い学識の下、広い視野

で多方面から物事を考える力と、高い研究倫理と研究成果の積極的な普及活動への理解を身に付けた、バ

ランスのとれた研究者・高度専門職業人であるとの認識に基づき、必要な教育を行うことを目的としてい

るものである。 

これらのことから、研究科及びその専攻の構成が、目的を達成する上で適切なものとなっていると判断
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する。 

 

２－１－④ 別科、専攻科を設置している場合には、その構成が教育研究の目的を達成する上で適切なものとなっている

か。 

該当なし 

 

２－１－⑤ 大学の教育研究に必要な附属施設、センター等が、教育研究の目的を達成する上で適切に機能しているか。

平成 22 年５月１日現在、４つの共同利用・共同研究施設、22 の学内共同教育研究施設、並びに附属病

院及び11の附属学校を設置している。 

共同利用・共同研究施設 

計算科学研究センター、下田臨海実験センター、遺伝子実験センター、プラズマ研究センター 

学内共同教育研究施設 

外国語センター、体育センター、学術情報メディアセンター、農林技術センター、菅平高原実験センター、

陸域環境研究センター、留学生センター、アドミッションセンター、保健管理センター、先端学際領域

研究センター、学際物質科学研究センター、知的コミュニティ基盤研究センター、北アフリカ研究セン

ター、大学研究センター、産学リエゾン共同研究センター、教育開発国際協力研究センター、特別支援

教育研究センター、研究基盤総合センター、アイソトープ総合センター、陽子線医学利用研究センター、

生命科学動物資源センター、次世代医療研究開発・教育統合センター 

附属病院 

附属学校 

附属小学校、附属中学校、附属高等学校、附属駒場中学校、附属駒場高等学校、附属坂戸高等学校、附

属視覚特別支援学校、附属聴覚特別支援学校、附属大塚特別支援学校、附属桐が丘特別支援学校、附属

久里浜特別支援学校 

共同利用・共同研究施設では、全国規模で人的交流、情報交換及び共同研究を行い、関係分野における

全国の研究者に対し研究拠点機能を提供するとともに、大学院教育についても、関連研究機関との協力体

制により、専門的知識・技能を有する研究者・高度職業人の育成の一翼を担っている。 

学内共同教育研究施設では、教育・研究活動に必要な大型ないし特殊な施設・設備の共同利用、あるい

は学生、教職員等に対する各種の教育・研究上のサービスの提供等、教育研究活動を効率的に推進するた

めの機能を提供している。特に、学群における教養教育の重要科目である体育、外国語、情報処理、さら

に、留学生対応についてはそれぞれ体育センター、外国語センター、学術情報メディアセンター、留学生

センターを設置し、教育の充実に努めている。 

附属病院は大学附属として設置されており、医学群（医学類、看護学類、医療科学類）の教育における

実習の場としての役割を担っている。 

附属学校は、附属学校教育局により総括、管理されており、教員免許状取得のための教育実習の場とし

ての役割を担っている。 

これらのことから、必要な附属施設、センター等が、目的を達成する上で適切に機能していると判断す

る。 

 

２－２－① 教授会等が、教育活動に係る重要事項を審議するための必要な活動を行っているか。 
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【全学組織】 

教育活動に係る重要事項を審議するための全学的組織として、国立大学法人法に定められた教育研究評

議会の下に学群教育会議及び大学院教育会議を設置し、毎月開催している。 

学群教育会議は、教育担当副学長、学生担当副学長、学群長、学類長、教育関連センター長等で構成さ

れ、学士課程全体の教育及び学生生活に関する事項の審議及び連絡調整を行い、大学院教育会議は、教育

担当副学長、学生担当副学長、研究科長等で構成され、大学院課程全体の教育研究及び学生生活に関する

事項の審議及び連絡調整を行っている。 

【学士課程】 

教授会に相当する組織として、学群に学群運営委員会（人間学群及び専門学群にあっては学群教員会議）

を設置している。学群運営委員会は、学群長、学類長、学類推薦の教員、学群長指名の教員等で構成され、

学生の身分異動に関する事項、教育課程の編成及びその履修に関する事項、学生の表彰及び懲戒処分の発

議に関する事項等の重要事項を審議している。さらに、学類には、学類長、当該学類の専門科目及び専門

基礎科目を担当する教員で構成される学類教員会議が設置され、学類に係る重要事項を審議している。 

また、学群運営委員会の円滑な運営のため、内部に学群長・学類長会議（専門学群にあっては運営委員

会）を設置し、学群運営委員会から付託された審議事項等について決定している組織もある。 

【大学院課程】 

教授会に相当する組織として、研究科に研究科教員会議を設置している。研究科教員会議は、研究科長、

当該研究科に所属する教員等で構成され、学生の身分異動に関する事項、教育課程の編成、課程の修了及

び学位に関する事項、学生の表彰及び懲戒処分の発議に関する事項、教員の人事に関する事項等の重要事

項を審議している。さらに、専攻には、専攻長、当該専攻に所属する教員で構成される専攻教員会議が設

置され、専攻に係る重要事項を審議している。 

また、研究科教員会議の円滑な運営のため、内部に研究科長、専攻長等により構成される研究科運営委

員会を設置し、研究科教員会議から付託された審議事項等について決定している。 

 

これらのことから、教授会等が必要な活動を行っていると判断する。 

 

２－２－② 教育課程や教育方法等を検討する教務委員会等の組織が、適切な構成となっているか。また、必要な回数の

会議を開催し、実質的な検討が行われているか。 

【全学組織】 

学群教育会議においては、学群・学類の長が出席して、学士課程の全学的な教育課程の編成や教育方法

に関する審議が行われ、同じく大学院教育会議においては、研究科長等が出席し、博士課程、修士課程に

関する審議が行われている。また、学群教育会議、大学院教育会議ともに原則年11回開催されている。 

【学士課程】 

学群又は学類ごとにカリキュラム委員会等の名称で、教育課程編成や教育方法等を検討する委員会が設

置され、定期的（適宜開催から月１回）に開催されている。また、学群に属する複数の学類間にわたる事

項の企画・調整は学群運営委員会等で行われている。 

全学共通の教養教育の教育課程や教育方法の検討については、教養教育機構が基本方針の立案及びカリ

キュラムの編成等の業務を行っている。 

【大学院課程】 

研究科又は専攻によりカリキュラム委員会等の名称で委員会が設置されている場合と、各専攻教員会議
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においてカリキュラム委員等を任命して活動している場合等があるが、これらにより課程編成や教育方法

等の検討が定期的（適宜開催から月１回）に行われている。 

また、研究科に属する専攻全体に関わる教務関係の事項については、研究科教員会議から研究科運営委

員会への付託事項等として審議されている。 

 

これらのことから、教育課程や教育方法等を検討する組織が適切な構成となっており、実質的な検討が

行われていると判断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準２を満たしている。」と判断する。 
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【評価結果】 

基準３を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

３－１－① 教員組織編制のための基本的方針を有しており、それに基づいて教員の適切な役割分担の下で、組織的な連

携体制が確保され、教育研究に係る責任の所在が明確にされた教員組織編制がなされているか。 

開学時には、学士課程において、教育組織である学群・学類と、教員の所属する組織である学系を分離

する編制をとっていた。一方で、大学院課程については、教育組織と教員組織を分離せず、学系の学問分

野に対応する５年一貫制博士課程の研究科と幅広い分野を単位とする修士課程の研究科を並立させる編制

をとっていた。その後、大学院教育の重要性の増大に伴い、平成12年度から平成13年度にかけて博士課

程を持つ研究科は７つの大研究科に再編されたが、教員組織としての学系は存続させることとしていた。 

平成16年度の法人化に当たり、開学以来の経験を踏まえた教育研究組織の在り方が再検討された結果、

大学院に重点を置いた大学として、教員の研究活動と博士課程における教育研究活動との連動を強めると

の観点に立ち、すべての教員は、原則的に教育組織である博士課程を持つ研究科に所属する編制となって

いる。これにより学系は、教員の所属する組織ではなくなり、関係組織の要請に基づき、教員審査や評価、

企画提言等を提供する組織と位置付けられている。 

また、学士課程については、研究科に所属する教員が、授業担当を認定された学群・学類において教育

を行うこととなり、各研究科は、関係する学群との連携に責任を負うこととしている。 

当該大学の教員組織は、開学当初、教授・助教授・講師を基本としたが、平成19年度に教授・准教授・

助教体制への移行が決定され、講師ポストの新規任用は原則として助教で行うこととなり、現在も移行過

程にある。教授・准教授・助教は、教育研究の業績・経験に差はあるものの、独立して教育研究活動に従

事する者と位置付けられている。 

また、各教育組織には、原則的に全教員を構成員とする教員会議等が置かれ、カリキュラム編成・授業

担当・研究指導等に関する役割分担と組織的連携が行われ、大学院課程、学士課程に関わる業務を実施す

る責任体制を構築している。 

これらのことから、教員組織編制のための基本的方針を有しており、それに基づいて教員の適切な役割

分担の下で、組織的な連携体制が確保され、教育研究に係る責任の所在が明確にされた教員組織編制がな

されていると判断する。 

 

３－１－② 学士課程において、教育課程を遂行するために必要な教員が確保されているか。また、教育上主要と認める

授業科目には、専任の教授又は准教授を配置しているか。 

基準３ 教員及び教育支援者 

３－１ 教育課程を遂行するために必要な教員が適切に配置されていること。 

３－２ 教員の採用及び昇格等に当たって、適切な基準が定められ、それに従い適切な運用がなされて

いること。 

３－３ 教育の目的を達成するための基礎となる研究活動が行われていること。 

３－４ 教育課程を遂行するために必要な教育支援者の配置や教育補助者の活用が適切に行われてい

ること。 
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学士課程における教員数は、次のとおりであり、大学設置基準に定められた必要教員数以上が確保され

ている。 

・ 人文・文化学群：専任149人（うち教授64人）、非常勤33人 

・ 社会・国際学群：専任74人（うち教授35人）、非常勤22人 

・ 人間学群：専任95人（うち教授45人）、非常勤16人 

・ 生命環境学群：専任195人（うち教授79人）、非常勤24人 

・ 理工学群：専任335人（うち教授121人）、非常勤78人 

・ 情報学群：専任127人（うち教授51人）、非常勤38人 

・ 医学群：専任372人（うち教授84人）、非常勤13人 

・ 体育専門学群：専任108人（うち教授48人）、非常勤４人 

・ 芸術専門学群：専任57人（うち教授24人）、非常勤６人 

学群・学類及び専門学群では、原則として専門基礎科目と専門科目として開設する主要授業科目は、専

任の教授又は准教授が担当することとしている。 

これらのことから、学士課程において、教育課程を遂行するために必要な教員が確保されており、教育

上主要と認める授業科目には、専任の教授又は准教授が配置されていると判断する。 

 

３－１－③ 大学院課程（専門職学位課程を除く。）において、必要な研究指導教員及び研究指導補助教員が確保されてい

るか。 

大学院課程における研究指導教員数及び研究指導補助教員数は、次のとおりであり、大学院設置基準に

定められた必要教員数以上が確保されている。 

〔修士課程〕 

・ 教育研究科：研究指導教員37人（うち教授26人）、研究指導補助教員31人 

・ 人間総合科学研究科：研究指導教員62人（うち教授57人）、研究指導補助教員86人 

〔博士前期課程〕 

・ 人文社会科学研究科：研究指導教員96人（うち教授50人）、研究指導補助教員23人 

・ ビジネス科学研究科：研究指導教員30人（うち教授19人）、研究指導補助教員４人 

・ 数理物質科学研究科：研究指導教員109人（うち教授96人）、研究指導補助教員144人 

・ システム情報工学研究科：研究指導教員185人（うち教授99人）、研究指導補助教員43人 

・ 生命環境科学研究科：研究指導教員133人（うち教授75人）、研究指導補助教員64人 

・ 人間総合科学研究科：研究指導教員206人（うち教授124人）、研究指導補助教員68人 

・ 図書館情報メディア研究科：研究指導教員55人（うち教授34人）、研究指導補助教員14人 

〔博士後期課程〕 

・ 人文社会科学研究科：研究指導教員51人（うち教授43人）、研究指導補助教員59人 

・ ビジネス科学研究科：研究指導教員37人（うち教授25人）、研究指導補助教員２人 

・ 数理物質科学研究科：研究指導教員98人（うち教授85人）、研究指導補助教員118人 

・ システム情報工学研究科：研究指導教員185人（うち教授99人）、研究指導補助教員43人 

・ 生命環境科学研究科：研究指導教員128人（うち教授74人）、研究指導補助教員58人 

・ 人間総合科学研究科：研究指導教員126人（うち教授87人）、研究指導補助教員55人 

・ 図書館情報メディア研究科：研究指導教員29人（うち教授29人）、研究指導補助教員19人 

〔博士課程〕（３年制、４年制又は５年一貫制） 
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・ 人文社会科学研究科：研究指導教員50人（うち教授50人）、研究指導補助教員44人 

・ 数理物質科学研究科：研究指導教員15人（うち教授15人）、研究指導補助教員10人 

・ 生命環境科学研究科：研究指導教員23人（うち教授16人）、研究指導補助教員８人 

・ 人間総合科学研究科：研究指導教員87人（うち教授81人）、研究指導補助教員229人 

これらのことから、大学院課程において、必要な研究指導教員及び研究指導補助教員が確保されている

と判断する。 

 

３－１－④ 専門職学位課程において、必要な専任教員（実務の経験を有する教員を含む。）が確保されているか。 

当該大学では専門職学位課程として、ビジネス科学研究科に法曹専攻及び国際経営プロフェッショナル

専攻を設置している。 

専門職学位課程における専任教員数は、次のとおりであり、専門職大学院設置基準に定められた必要教

員数以上が確保されている。 

・ ビジネス科学研究科法曹専攻：16人（うち、教授14人、実務家教員５人） 

・ ビジネス科学研究科国際経営プロフェッショナル専攻：12人（うち、教授８人、実務家教員６人） 

これらのことから、専門職学位課程において、必要な専任教員が確保されていると判断する。 

 

３－１－⑤ 大学の目的に応じて、教員組織の活動をより活性化するための適切な措置が講じられているか。 

当該大学は、国内的にも国際的にも開かれた大学であることを基本的性格とし、変動する現代社会に不

断に対応しつつ、国際性豊かにして、かつ、多様性と柔軟性とを持った新しい教育・研究の機能及び運営

の組織を開発することを目指している。また、平成 22 年５月１日現在の教員の年齢構成は、24～33 歳は

5.3％、34～43歳は31.9％、44～53歳は36.7％、54歳以上は26.1％であり、33歳以下の年齢層は少ない

が、それ以上の年齢層は全体としてバランスのとれた構成となっている。また、女性教員の割合は15.2％、

外国人教員の割合は4.5％である。 

教員組織の活動をより活性化させるために次のような措置を講じている。 

教員の採用については、公募制を積極的に進め、准教授以上の採用にあっては 82.8％（平成 21 年度）

に達しており、公募要領をウェブサイト、研究者人材データベース（ＪＲＥＣ－ＩＮ）等に掲載し、資格

要件の明確化及び公募の公正化を図っている。 

平成19年度にはテニュア・トラック制を導入し、助教の任用においては原則として適用することとし、

平成21年度までに全組織が導入を終えている。本制度は、任用後５年以内に審査を受けて定年制適用職員

の身分（テニュア）を獲得し、あらかじめ定められた職階に任用される制度であり、平成22年５月１日ま

でに 128 人が本制度により任用されている。また、全学的なテニュア・トラック制と並行して、平成 19

年度文部科学省科学技術振興調整費「若手研究者の自立的研究環境整備促進」プログラムに基づき、スター

トアップ支援を含む研究費支援と研究スペースの提供・研究支援者の配置・メンター制度を特徴とする「次

代を担う若手大学人育成イニシアティブ」を実施している。 

また、これに先立ち、人文社会科学研究科、人間総合科学研究科、図書館情報メディア研究科、先端学

際領域研究センター等の一部の組織においては任期制が導入・運用されている。 

民間企業等と共同して教育・研究に係る事業を行うため、企業等から派遣される者を産学連携教員とし

て受け入れる制度を導入し、現在４人を雇用している。 

平成18年度に学内保育施設として「ゆりのき保育所」を設置するとともに、平成20年度には男女共同

参画推進室を設置し、女性教員や若手教職員の教育研究環境の向上に取り組んでいる。また、女性研究者
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が働きやすい環境の構築を目指す「持続可能な女性研究者支援、筑波大スタイル」が平成21年度文部科学

省科学技術振興調整費「女性研究者支援モデル育成」プログラムに採択されている。 

大学教員業績評価制度により、「教育」、「研究」、「社会貢献・学内運営」活動について、各教員は実績

データに基づき自己点検・評価を行い、所属する研究科に設置された部局の評価委員会がその評価の妥当

性を検証している。さらに、研究科より推薦された教員の中から、全学の評価委員会が特に優れた活動を

行ったと認められる教員を領域ごとに認定し、学長表彰を行っている。 

これらのことから、教員組織の活動をより活性化するための適切な措置が講じられていると判断する。 

 

３－２－① 教員の採用基準や昇格基準等が明確かつ適切に定められ、適切に運用がなされているか。特に、学士課程に

おいては、教育上の指導能力の評価、また大学院課程においては、教育研究上の指導能力の評価が行われてい

るか。 

教員は原則的に博士課程を持つ研究科に所属している。このことから、教員の採用・昇格に当たっては、

原則として所属研究科の人事委員会が資格及び指導能力等の審査を行い、その結果を教育研究評議会の下

に設置している全学の教員人事を統括する人事企画委員会が承認している。研究科における人事委員会の

構成並びに採用、昇任に係る基準は、人事企画委員会が承認している。 

各研究科における人事選考基準は研究科長が部局細則で定めている。 

当該大学では基本的に、大学院を担当する教員が学士課程教育に責任を持つことから、人事選考に当

たっては、当該教員の大学院課程における担当専攻及び担当科目、学士課程における担当学類及び担当科

目が原則として事前に指定されており、人事選考基準には大学院課程及び学士課程担当としての条件が明

記されている。 

各研究科における人事委員会は総会及び専門委員会により構成されている。専門委員会において詳細な

人事選考審議が行われるが、専門委員会は当該教員が担当を予定する専攻・学群・学類を代表する委員を

含んで構成され、研究と並んで教育に関する実績を審査している。 

これらのことから、教員の採用基準等が明確かつ適切に定められ、適切に運用がなされていると判断す

る。 

 

３－２－② 教員の教育活動に関する定期的な評価が行われているか。また、その結果把握された事項に対して適切な取

組がなされているか。 

平成 21 年度より教員が自らの活動を客観的に分析し、活動の改善・質の向上を図ることを目的として

大学教員業績評価を実施している。この評価では、前年度の「教育」、「研究」、「社会貢献・学内運営」の

３領域（ただし、附属病院、センター、附属学校の業務に従事する教員については、３領域にそれぞれ「診

療」、「センター」又は「附属学校」を加えた４領域）における活動について、担当授業科目数・受講者数、

論文数、外部資金獲得額等の客観的なデータに基づき自己点検・評価を行い、所属する研究科に設置され

た評価委員会がその評価の妥当性を検証している。平成21年度には休業者、途中退職者等を除いた全教員

について評価を実施している。教育領域では、授業時間数や指導学生数等の定量的数値を勘案し、教員の

所属する教育組織が求める教育活動を適切に遂行していることを平均水準として、大きく上回っている

（Ｓ）、上回っている（Ａ）、平均水準の活動内容である（Ｂ）、下回っている（Ｃ）の４段階で自己評価を

行っている。 

その結果、業績が不振だった教員については、研究科長や専攻長が対話を通じて要因を把握し、解消に

取り組むとともに、特に優れた活動を行った教員は全学の評価委員会が領域ごとに認定し、平成21年度は
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18人を学長がBest Faculty Memberとして表彰している。 

また、教員が所属する研究科の長が、評価結果を勤勉手当及び昇給について判断するための参考資料の

一つとできるように、評価の実施スケジュールを手当等支給に係る手続きに間に合うように設定している。 

これらのことから、教員の教育活動に関する定期的な評価が行われており、その結果把握された事項に

対して適切な取組がなされていると判断する。 

 

３－３－① 教育の目的を達成するための基礎として、教育内容等と関連する研究活動が行われているか。 

大学院を担当する教員が学士課程教育に責任を持つことから、研究内容とともに、大学院課程における

担当専攻及び担当科目、学士課程における担当学類及び担当科目を事前に指定した上で任用している。定

期的な教員評価においても教育及び研究活動等について確認している。 

また、教育内容に関連した研究活動を行うとともに、授業内容は研究活動の成果をフィードバックさせ

たものとなっている。 

これらのことから、教育内容等と関連する研究活動が行われていると判断する。 

 

３－４－① 大学において編成された教育課程を遂行するに必要な事務職員、技術職員等の教育支援者が適切に配置され

ているか。また、ＴＡ等の教育補助者の活用が図られているか。 

教育課程を遂行するために必要な教育支援者として、教育推進部学務課及び教育企画課に事務職員を、

各教育研究組織に対応する支援室及び技術室に事務職員及び技術職員を配置している。平成22年５月１日

時点では、事務職員140人、技術職員190人を配置している。 

また、大学院に在籍する優秀な学生を教育的配慮の下に教育補助業務等を行うＴＡとして雇用している。

平成21年度実績として、延べ9,967人が107,229時間従事している。 

これらのことから、必要な事務職員、技術職員等の教育支援者が適切に配置されており、ＴＡ等の教育

補助者の活用が図られていると判断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準３を満たしている。」と判断する。 

 

【優れた点】 

○ 教員の流動性と若手教員の活性化を目的とするテニュア・トラック制を全学的に導入するとともに、

民間企業等との共同事業を推進するために、企業等から派遣される者を産学連携教員として受け入れ

る制度を導入している。 

○ 全学的に大学教員業績評価を導入するとともに、学長顕彰を実施し、教員の教育研究活動の質の向

上を目指す活動を行っている。 
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【評価結果】 

基準４を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

４－１－① 教育の目的に沿って、求める学生像及び入学者選抜の基本方針などの入学者受入方針（アドミッション・ポ

リシー）が明確に定められ、公表、周知されているか。 

学士課程のアドミッション・ポリシーは、学類・専門学群ごとに求める人材と入学者選抜方針を定め、

教育研究評議会で決定している。 

大学院課程についても、研究科・専攻ごとに同様に定めている。 

また、ウェブサイト、入学案内、学生募集要項等の多様な媒体で公表され、受験希望者、教職員、高等

学校、大学等に対して広く周知を図っている。 

特に、学群の入学案内については、参加者10,000人規模（平成21年度実績）の大学説明会や各種進学

相談会での配布のほか、個別の郵送希望者数は年々増加の一途をたどっており、配布数は総計で 61,000

部（平成21年度実績）に達している。 

これらのことから、入学者受入方針が明確に定められ、公表、周知されていると判断する。 

 

４－２－① 入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）に沿って適切な学生の受入方法が採用されており、実質的に

機能しているか。 

【学士課程】 

各学類・専門学群のアドミッション・ポリシーに沿って、学力検査のほか、書類選考（推薦書、調査書

等）、小論文、実技検査、面接・口述試験等を組み合せた入学者選抜方法を採用し、多様な入試を実施して

いる。 

例えば、生命環境学群生物学類では、「生き物や生物学が好きで、広範で多様な生命現象に対して強い

好奇心と探究心をもつ、創造的能力が豊かな人材」を求めて、自然科学系科目の理解力・思考力・応用力

を総合的に求める前期日程では書類選考（調査書）、学力検査を、また生物世界の仕組みに対する広い興味

と学習意欲・思考力・理解力を求める後期日程では書類選考（調査書）、個別面接を実施している。 

このほか、高等学校での学習等の成果やそれらに基づく生物世界の仕組みに対する広い興味と学習意

欲・人間性を求める推薦入試、及びグローバルな視点から生命現象を捉えて生物の仕組みに対する興味を

ベースにした思考力・理解力を求める第２学期推薦入試（帰国生徒特別入試（８月入学））では書類選考（推

薦書、調査書、志望の動機）、小論文、面接を、さらに、一定の成績を修めた明確な目標・意欲等を求める

国際科学オリンピック特別入試では面接・口述試験、書類選考（調査書、証明書類）を、それぞれ採用し

ている。また、問題解決能力を身に付けた活動的な人材を求めるアドミッションセンター入試（以下「ＡＣ

基準４ 学生の受入 

４－１ 教育の目的に沿って、求める学生像及び入学者選抜の基本方針などの入学者受入方針（アド

ミッション・ポリシー）が明確に定められ、公表、周知されていること。 

４－２ 入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）に沿って適切な学生の受入が実施され、機能し

ていること。 

４－３ 実入学者数が、入学定員と比較して適正な数となっていること。 
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入試」という。）は、書類選考と面接・口述試験によって、受験生を多面的・総合的に評価する自己推薦型

入試である。 

このように、志願者を一本の物差しだけで測るのではなく、学生の質の多様化を図ることで、キャンパ

ス内に相互啓発的な教育環境を作り、また、学生が一つの狭い学問分野にとらわれることのないようにし

ている。この結果、多様な観点からアドミッション・ポリシーに沿う優れた学生の確保に努めている。 

【大学院課程】 

大学院課程（専門職学位課程を含む。）の入学者選抜では、研究科の特色やアドミッション・ポリシー

に応じて、一般選抜、推薦入試、社会人特別選抜、外国人留学生特別選抜及び英語プログラムに対応する

外国人のための特別選抜を実施し、優れた学生の確保に努めている。 

 

これらのことから、入学者受入方針に沿って適切な学生の受入方法が採用されており、実質的に機能し

ていると判断する。 

 

４－２－② 入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）において、留学生、社会人、編入学生の受入等に関する基本

方針を示している場合には、これに応じた適切な対応が講じられているか。 

【学士課程】 

従来から私費外国人留学生入試を実施しているが、平成21年度文部科学省国際化拠点整備事業（グロー

バル30）の採択により、平成22年度から英語のみで学位取得が可能な英語プログラム等を開設している。 

帰国生徒を対象とする第２学期推薦入試（８月入学）は、全国の国立大学に先駆けて平成元年度から導

入し、25学類・専門学群中20学類において実施しており、毎年度、入学者数は全学で20人前後で推移し

ている。 

短期大学や高等専門学校等を卒業しさらに高度な知識を求める者や、大学を卒業し多様な専門知識や一

般教養を有する者を対象とする編入学試験は、16学類で実施している。一例を示せば、医学群医学類では、

２年次への編入学試験を実施している。選抜方法は、大学１～２年次で学習する理数領域、英語による学

力検査及び適性・学習意欲・人間性等を評価する口述試験を採用しており、毎年度募集人員５人に対して

志願者数は150人前後で推移している。 

【大学院課程】 

外国人留学生に対しては、一般入試の定員枠で行う外国人特別選抜に加えて、英語のみで学位取得が可

能な様々な留学生受入プログラム等を積極的に行っている。また、平成 21 年度文部科学省グローバル 30

の採択により、平成22年度から英語のみによって学位取得が可能なプログラム等を拡充している。これら

の取組の結果、平成22年５月１日現在における留学生数は1,139人（収容定員の20.6％）である。 

社会人の受入（昼夜開講制、夜間大学院の実施を含む）は一般入試の定員枠で行っているが、平成 19

年度から最短１年で学位を取得可能とする「社会人のための博士後期課程早期修了プログラム」を開始し、

社会人学生の便宜を図っている。 

５年一貫制博士課程の研究科においては、３年次編入学試験を実施するほか、受験機会をできるだけ提

供するため、推薦入学（７月入試）、８月期入試、10月期入試、２月期入試の４期に分けて行っている。 

 

これらのことから、入学者受入方針に応じた適切な対応が講じられていると判断する。 
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４－２－③ 実際の入学者選抜が適切な実施体制により、公正に実施されているか。 

学士課程入試は、教育担当副学長を長とする入学試験実施委員会が全学的に統括し、入試に関する企画

立案と選抜方法等に関する調査研究を同委員会及びアドミッションセンター（調査研究部門）が行ってい

る。 

入学試験実施委員会は、教育担当副学長、各学類・専門学群から選出された委員及びアドミッションセ

ンター等学内関係組織から選出された委員で構成されている。同委員会には、個別学力検査（前期日程）

試験問題の作成及び採点を行うために、副委員長を長とする入学試験問題出題専門委員会が設置され、科

目ごとのグループで試験問題の作成及び採点を行っている。特に、試験問題の作成及び確認については、

適切な出題がなされるよう全学的な取扱いを制定して、出題ミス等の防止に努めている。 

試験日当日は、実施本部において入学試験実施委員会委員長が全体を統括し、学群ごとに設置された試

験場本部では、試験場本部責任者（学群長）が、学類長・入学試験実施委員とともに、それぞれ入試の実

施・管理を行い、学類・専門学群の教員が監督員・面接委員等を担当している。また、前期日程において

は実施本部で、それ以外においては各試験場本部で、出題委員が待機し、試験問題の最終確認及び受験者

からの質問等に対応している。 

入学候補者の決定（合否判定）は、入試結果に基づき、学類教員会議（又は学類入学者選考委員会）及

び学群運営委員会（又は学群教員会議若しくは学群入学者選考委員会）の議を経て、副学長が学群長から

入試の実施状況に関する報告を受け、適正な実施を確認した上で、学長が行っている。 

また、これらとは別に、ＡＣ入試及び国際科学オリンピック特別入試の実施に当たっては、アドミッショ

ンセンター専任教員、専門委員及び学類・専門学群から選出された教員が、書類選考、面接・口述試験を

担当している。入学候補者の決定（合否判定）は、これらの委員により構成されたアドミッションセンター

入学者選考委員会の議を経て、副学長がアドミッションセンター長から入試の実施状況に関する報告を受

け、適正な実施を確認した上で、学長が行っている。 

大学院課程では、博士課程を持つ各研究科に入学試験実施委員会を置き、その組織及び運営に必要な事

項を当該研究科の教員会議が定めている。 

筆記試験に当たっては、各専攻の特性に応じて、採点委員を兼ねる出題委員を匿名で指名し、口述試験

に当たっては、志願者の専門分野に応じて、適宜、複数の試験室を設け、各専攻長が指名する複数の口述

試験委員によって実施している。 

入学候補者の決定（合否判定）は、筆記試験、口述試験等、すべての試験科目の試験結果に基づいた各

専攻の予備的な検討を踏まえ、研究科教員会議の議を経て、副学長が研究科長から入試の実施状況に関す

る報告を受け、適正な実施を確認した上で、学長が行っている。 

人間総合科学研究科を例にとれば、入試実施委員会は、研究科長を総括本部長とし、人間系、学際・体

育系、医学系の３副研究科長等が地区本部長として各地区の統括に当たり、問題作成から実施・採点に至

るまでミス防止策を徹底しつつ実施している。 

これらのことから、入学者選抜が適切な実施体制により、公正に実施されていると判断する。 

 

４－２－④ 入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）に沿った学生の受入が実際に行われているかどうかを検証す

るための取組が行われており、その結果を入学者選抜の改善に役立てているか。 

アドミッション・ポリシーと入学者の関係を検証する組織として、アドミッションセンターに入学者選

抜方法等調査研究部門を設置している。 

センターには、４人の専任教員が配置され、学士課程について、毎年度の入試終了後に全入学者に関す
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る入試データの分析及び評価を行い、選抜方法と入学者の相関関係を調査するとともに、入学者の学業成

績の追跡調査等を実施している。これらの情報は、入試改善を目的として、定期的に入学試験実施委員会、

学類・専門学群に提供され、選抜方法の見直しや優秀な受験者確保の方策等に活用されている。 

入学試験実施委員会では、アドミッションセンターの分析・評価及び調査情報と、それらに基づく学類・

専門学群における選抜方法の見直しや改善要望を総合的に検討し、毎年度、策定される入試の基本的事項

に反映させている。平成21年度入試では、教育目標である「専門領域に関する確かな学力を備えた人材」

の育成を具現化するものとして、「明確な目標を持って学ぶ意欲や計画的に学ぶ意欲を評価」するという入

学者受入方針を策定し、それまでの推薦入試やＡＣ入試に加えて新たに国際科学オリンピック特別入試を

導入している。 

大学院課程（専門職学位課程を含む。）では、各研究科の入学試験実施委員会及び研究科教員会議等が

主体となって各研究科・専攻の入学者選抜の基本方針・実施体制及び試験科目、合否判定の基準・方法等

について検討・点検を行うとともに、入試成績と入学後の成績の追跡調査等を行うなど、検証・改善を行っ

ている。 

これらのことから、入学者受入方針に沿った学生の受入が実際に行われているかどうかを検証するため

の取組が行われており、その結果を入学者選抜の改善に役立てていると判断する。 

 

４－３－① 実入学者数が、入学定員を大幅に超える、又は大幅に下回る状況になっていないか。また、その場合には、

これを改善するための取組が行われるなど、入学定員と実入学者数との関係の適正化が図られているか。 

当該大学における平成 18～22 年度の５年間の入学定員に対する実入学者数の比率の平均は、次のとお

りである。（ただし、平成19年４月に設置された人文・文化学群、社会・国際学群、人間学群、生命環境

学群、理工学群、情報学群、医学群については、平成19～22年度の４年分、平成20年４月に開始された

医学群（２年次編入）は平成20～22年度の３年分、平成21年４月から開始された社会・国際学群（３年

次編入）、生命環境学群（３年次編入）、理工学群（３年次編入）、情報学群（３年次編入）、医学群（３年

次編入）は平成21～22年度の２年分、また、平成19年４月に設置された人間総合科学研究科（博士前期

課程）については、平成19～22年度の４年分、平成20年４月に設置された人文社会科学研究科（博士前

期課程及び博士後期課程）は平成20～22年度の３年分。） 

〔学士課程〕 

・ 人文・文化学群：1.10倍 

・ 社会・国際学群：1.09倍 

・ 社会・国際学群（３年次編入）：1.00倍 

・ 人間学群：1.10倍 

・ 生命環境学群：1.13倍 

・ 生命環境学群（３年次編入）：1.10倍 

・ 理工学群：1.12倍 

・ 理工学群（３年次編入）：1.75倍 

・ 情報学群：1.06倍 

・ 情報学群（３年次編入）：1.79倍 

・ 医学群：1.00倍 

・ 医学群（２年次編入）：1.00倍 

・ 医学群（３年次編入）：1.00倍 
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・ 体育専門学群：1.04倍 

・ 芸術専門学群：1.12倍 

〔修士課程〕 

・ 教育研究科：0.90倍 

・ 人間総合科学研究科：1.18倍 

〔博士前期課程〕 

・ 人文社会科学研究科：1.17倍 

・ ビジネス科学研究科：1.00倍 

・ 数理物質科学研究科：1.10倍 

・ システム情報工学研究科：1.19倍 

・ 生命環境科学研究科：1.07倍 

・ 人間総合科学研究科：1.14倍 

・ 図書館情報メディア研究科：1.10倍 

〔博士後期課程〕 

・ 人文社会科学研究科：0.77倍 

・ ビジネス科学研究科：1.07倍 

・ 数理物質科学研究科：0.61倍 

・ システム情報工学研究科：0.65倍 

・ 生命環境科学研究科：0.78倍 

・ 人間総合科学研究科：1.19倍 

・ 図書館情報メディア研究科：0.89倍 

〔博士課程〕（３年制、４年制又は５年一貫制） 

・ 人文社会科学研究科（５年一貫制）：1.05倍 

・ 数理物質科学研究科（３年制）：1.75倍 

・ 生命環境科学研究科（３年制、５年一貫制）：0.81倍 

・ 人間総合科学研究科（３年制、４年制）：1.20倍 

〔専門職学位課程〕 

・ ビジネス科学研究科：1.04倍 

上記にみるように、学士課程では、過去５年間において、入学定員を大幅に下回ったことはないが、理

工学群（３年次編入）及び情報学群（３年次編入）については、入学定員超過率が高い。 

修士課程、博士前期課程及び専門職学位課程では、過去５年間において実入学者数が入学定員を大幅に

超過又は下回った研究科はなく、適正な定員管理が行われている。 

一方、数理物質科学研究科（３年制博士課程）については入学定員超過率が高い。また、数理物質科学

研究科（博士後期課程）及びシステム情報工学研究科（博士後期課程）については入学定員充足率が低い。 

このような状況を改善するために、①入学定員の見直しを含む多様な学生受入制度の整備と広報の充実、

②社会の要請にこたえる魅力ある教育の展開と学生の経済的支援等の充実、③課程修了後のフォローアッ

プ体制の充実と、後期課程への進学から修了後までの３つのステージを対象として、様々な取組を実施し、

改善の努力を行っている。 

これらのことから、入学定員と実入学者数の関係は学士課程の一部の３年次編入及び大学院課程の一部

の研究科を除いて適正であると判断する。 
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以上の内容を総合し、「基準４を満たしている。」と判断する。 

 

【優れた点】 

○ 平成元年度から全学的に第２学期推薦入試（帰国生徒特別入試（８月入学））を導入し、帰国生徒

の積極的な受入を行っている。 

○ 大学院課程において、英語のみで学位取得が可能な留学生特別プログラムを先導的に実施し、平成

21年度文部科学省グローバル30への採択により、平成22年度からは学士課程を含めて大幅な拡充を

行っている。その結果、平成22年５月１日現在における大学院課程の留学生数は、1,139人（収容定

員の20.6％）である。 

 

【改善を要する点】 

○ 学士課程の一部の３年次編入及び博士課程の一つの研究科においては、入学定員超過率が高く、博

士後期課程の一部の研究科においては、入学定員充足率が低い。 
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【評価結果】 

基準５を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

＜学士課程＞ 

５－１－① 教育の目的や授与される学位に照らして、授業科目が適切に配置され、教育課程が体系的に編成されており、

授業科目の内容が、全体として教育課程の編成の趣旨に沿ったものになっているか。 

教育課程の編成方針として、平成 19 年度に学群・学類ごとの教育課程編成の考え方を示した『筑波ス

タンダード』を教育研究評議会において確認し、さらに全学学群教育課程編成委員会が毎年度、学群教育

課程編成上の基本方針を決定している。 

学士課程では、開学当初から教養課程と専門課程を区分していない。これに代わって、教養教育的な科

目（基礎科目）と専門教育的な科目（専門基礎科目・専門科目）という科目区分を設定し、これらを有機

的に連携させた教育課程（楔形のカリキュラム）を編成している。 

基礎科目は全学的に編成され、当該大学の教養教育の理念と目標に従って教養教育の役割を担う「共通

科目」と、専門分野に関連して履修する「関連科目」からなる。「共通科目」は、総合科目、体育、外国語、

情報処理、国語、芸術を開設している。特に総合科目は、４つの学期タイプ（１〜３学期型、１学期完結

型、２学期完結型、３学期完結型）を設定し、所属学群を越えた履修によって学生が幅広い知識基盤を得

られるように「学際的科目」、「異分野入門的科目」、「学際的・異分野入門的科目」として155科目（平成

22年度）が開設されている。 

専門基礎科目・専門科目は、学群・学類ごとにその教育目的に即した教育課程編成の方針に基づき編成

基準５ 教育内容及び方法 

（学士課程） 

５－１ 教育課程が教育の目的に照らして体系的に編成されており、その内容、水準、授与される学位

名において適切であること。 

５－２ 教育課程を展開するにふさわしい授業形態、学習指導法等が整備されていること。 

５－３ 成績評価や単位認定、卒業認定が適切であり、有効なものとなっていること。 

（大学院課程） 

５－４ 教育課程が教育の目的に照らして体系的に編成されており、その内容、水準、授与される学位

名において適切であること。 

５－５ 教育課程を展開するにふさわしい授業形態、学習指導法等が整備されていること。 

５－６ 研究指導が大学院教育の目的に照らして適切に行われていること。 

５－７ 成績評価や単位認定、修了認定が適切であり、有効なものとなっていること。 

（専門職学位課程） 

５－８ 教育課程が教育の目的に照らして体系的に編成されており、その内容、水準、授与される学位

名において適切であること。 

５－９ 教育課程が当該職業分野における期待にこたえるものになっていること。 

５－10 教育課程を展開するにふさわしい授業形態、学習指導法等が整備されていること。 

５－11 成績評価や単位認定、修了認定が適切であり、有効なものとなっていること。 
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されている。 

例えば、生命環境学群の生物学類では、「生物学の理解」、「国際的コミュニケーション能力」、「バイオＩＴ

能力」、「論理的表現能力」、「問題発見・解決型能力と自己表現能力」が習得できるような教育課程を編成

し、４年間で体系的に、基礎生物学分野から近年めざましく発展している先端分野、さらには農学や医学

との境界領域等にわたる幅広い生物学分野を習得させている。 

それぞれの科目は、「必修科目」、「選択科目」、「自由科目」に分類されている。「自由科目」では特別な

履修許可の手続きを必要とせずに、他学群・学類開設の授業科目の履修を可能としており、大学全体とし

て提供する幅広い科目群から自由に選択して履修を可能とし、卒業要件単位にも認めている。 

学生はガイダンスやクラス担任教員等からの指導を受けながら、自らの関心、能力、適性、将来の進路

等に応じて、「主専攻分野」を決定し、その分野の授業科目を重点的に履修する一方、隣接する分野や関連

する分野も含め、総合的に履修できるように教育課程を編成している。なお、専門学群では、前述のほか、

それぞれの専門分野の特性に応じた一貫教育カリキュラムを設定している。 

これらのことから、授業科目が適切に配置され、教育課程が体系的に編成されており、授業科目の内容

が全体として教育課程の編成の趣旨に沿ったものになっていると判断する。 

 

５－１－② 教育課程の編成又は授業科目の内容において、学生の多様なニーズ、研究成果の反映、学術の発展動向、社

会からの要請等に配慮しているか。 

学士課程では、学生は、それぞれの関心や問題意識等のニーズに基づき、必要とする授業を次のとおり

幅広く求めることができる。 

・ 「自由科目」では特別な履修許可の手続きを必要とせずに、他学群・学類開設の授業科目の履修を

可能としており、卒業要件単位にも認めている。 

・ 学群長が教育上有益と認めるときは、他大学において履修した単位を当該大学の授業科目の履修に

より修得したものとみなすことができることを学群学則第36条で定めている。 

・ 各学群・学類において、海外を含む多彩なインターンシップが提供されている。 

・ 一定の条件を満たせば、博士前期課程の授業を受講することも認められている。 

また、基礎科目の中の「総合科目」の編成に当たっては、「広い視野からものの見方や考え方を身につ

けさせ、学際的な観点に立った学問の重要性などを学ばせるために、学問的・社会的に興味深い重要なテー

マについて学際的な講義を行うことを主眼とする科目を設定する」こととしている。また、各学群・学類

における海外を含めた多彩なインターンシップにより、学生自身が直接社会の中で学ぶ機会を提供してい

る。 

大学院担当の教員が学士課程教育を担当することを基本とすることから、教員の最新の研究成果や学術

の発展動向が授業内容に反映されている。加えて、文部科学省の各種の大学教育改革プログラムや、当該

大学の重点・戦略経費による学内教育プロジェクトの遂行により、教育内容と方法の革新に努めている。 

平成20年度文部科学省「質の高い大学教育推進プログラム（教育ＧＰ）」に「筑波スタンダードに基づ

く教養教育の再構築－世界水準の教養教育を目指す全学的取組－」が採択され、カリキュラム改革を実施

し、学生参加型授業を展開している。 

文部科学省「特色ある大学教育支援プログラム（特色ＧＰ）」において、平成15年度には「先進的な医

学教育を推進する支援システム」、平成 17 年度には「アート・デザイン教育による３Ｃ力の育成」、平成

18 年度には「プロジェクト実習による高度専門技術者養成」、平成 19 年度には「「チーム医療実践力」育

成プログラム－人間性・協調性を兼ね備えた医師の養成を目指して－」の計４件が採択されている。例え
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ば「「チーム医療実践力」育成プログラム－人間性・協調性を兼ね備えた医師の養成を目指して－」では、

医学・看護・医療科学類合同プログラム「ケア・コロキウム（チームワーク演習）」を展開し、専門職の役

割、チームや連携・協働に対する理解を高めるなど成果を上げている。 

文部科学省「現代的教育ニーズ取組支援プログラム（現代ＧＰ）」において、平成17年度には「新しい

課題対応型体験学習プログラムの開発－地域連携によるマイスター育成講座への運営参加を通して－」、平

成18年度には「地域ヘルスプロモーションプログラム－住民に対する予防・健康教育を担える医師養成の

ための体系的な教育プログラム－」及び「専門教育と融合した全学生へのキャリア支援－キャリアポート

フォリオと人的ネットワークの活用－」が、平成19年度には「異分野学生の協働によるコンテンツ開発演

習－異分野学生のMatch Makingによる協働型コンテンツ開発演習プログラム－」の計４件が採択され、実

施した取組を支援期間終了後の展開につなげている。 

これらのことから、教育課程の編成又は授業科目の内容において、学生の多様なニーズ、研究成果の反

映、学術の発展動向、社会からの要請等に配慮していると判断する。 

 

５－１－③ 単位の実質化への配慮がなされているか。 

３学期制のため、１学期の授業期間は 10 週であるが、授業の実施曜日の振替や休業期間に期末試験を

設定するなどにより、各学期の授業期間10週と期末試験期間１週を確保している。 

単位の実質化の観点から、履修科目の登録の上限を原則として年間 45 単位に制限し、具体的な実施方

法等を制定している。また、全学的に「シラバス作成のためのガイドライン」を制定し、授業外における

学習方法の記載を推奨するなど、単位の実質化を図る取組を行っている。 

人文・文化学群で、45単位を超えた授業登録を希望する学生及び履修登録の追加・変更を申請した学生

に対しては、学類長が面接を行い、学習意欲、成績状況、出席状況及び履修目的等を確認している。 

また、社会・国際学群では、各回講義の終了時に小テストを行い学生の学習進度を測るとともに、予習

を習慣付けるための工夫を行うなど、各学群では単位の実質化のために様々な工夫を凝らしている。 

これらのことから、単位の実質化への配慮がなされていると判断する。 

 

５－２－① 教育の目的に照らして、講義、演習、実験、実習等の授業形態の組合せ・バランスが適切であり、それぞれ

の教育内容に応じた適切な学習指導法の工夫がなされているか。 

授業は、学群学則第24条により、「講義、演習、実験、実習若しくは実技又はこれらの併用による多様

な方法により実施する」こととされており、各学群・学類においてそれぞれの教育内容に応じた適切な学

習指導法の工夫がなされている。 

例えば、社会・国際学群の国際総合学類では、国際的な表現力、説得力を高めるために、ディスカッショ

ンを中心とした科目を設置するとともに、情報分野では講義と実習を併用して学習効果を高めている。さ

らに、超高速インターネット衛星ＷＩＮＤＳ（ＫＩＺＵＮＡ）を使って、タイ、マレーシアの大学と双方

向遠隔授業を実施し、「国際性の日常化」を図っている。 

これらのことから、授業形態の組合せ・バランスが適切であり、教育内容に応じた適切な学習指導法の

工夫がなされていると判断する。 

 

５－２－② 教育課程の編成の趣旨に沿って適切なシラバスが作成され、活用されているか。 

各学群・学類では授業の目標と概要、各学期の授業計画、成績評価基準・年間の試験・レポート、予習・
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復習・課題、参考文献等を記載したシラバスを作成し、ウェブサイト等において公開している。全学共通

の「シラバス作成のためのガイドライン」を作成し、教員に対して周知を図っている。 

教養教育においても、「筑波大学学群教育課程編成上の基本方針」及び「教養教育の理念と目標」に沿っ

て総合科目等の共通科目においてそれぞれの編成方針を作成し、科目の編成に当たり、共通科目ごとにシ

ラバスを作成・周知している。 

これらのことから、教育課程の編成の趣旨に沿って適切なシラバスが作成され、活用されていると判断

する。 

 

５－２－③ 自主学習への配慮、基礎学力不足の学生への配慮等が組織的に行われているか。 

自主学習への配慮としては、各学群・学類において、学生の自習室・自習コーナーを設置している。全

学的には、附属図書館（中央図書館、体育・芸術図書館、図書館情報学図書館、医学図書館、大塚図書館

（東京キャンパス））は学生の予習・復習の場として重要な役割を果たすことから、平日の長時間開館（９

時から22時まで。大塚図書館は月曜日10時30分から18時30分まで、火～金曜日13時から21時10分

まで）及び土日休日の開館（10時から18時まで。医学図書館は９時から22時まで。大塚図書館は土曜日

のみ13時から19時50分まで。）を実施している。 

学生の教育利用を目的とする全学計算機システムの端末約 1,000 台を全学のキャンパスに広がる 16 サ

テライト（28 室）に設置し、ＩＣカード化した学生証による入退室管理により原則として毎日24 時間利

用可能としている。 

さらに、外国語センターで運用するＣＡＬＬシステムではインターネットを通じて外国語の自習が可能

であり、留学生に対しては、日本語自主学習のe-learning教材を留学生センターにおいて独自に開発運用

している。 

e-learning による学習支援の強化を図るため、平成 22 年８月には Moodle を利用した全学共通の

e-learningの学習管理システム（ＬＭＳ）（総合科目等において先行導入）を導入している。 

以上の配慮により、平成21年度に実施した卒業アンケートによれば、自主学習環境の満足度は、「非常

に満足」と「満足」を加えて66.1％、「やや満足」を加えれば90％を超えている。 

基礎学力充実への配慮として、高等学校での未履修者を対象とした全学リメディアル教育を、生物学に

ついては平成19年度から、数学については平成20年度から、附属学校の高等学校教員により実施してい

る。このほか、各学群・学類においては、必要に応じて単位を授与しないリメディアル教育や授業として

位置付けた補習教育を実施するなど、様々な配慮をしている。外国語（英語）においては、入学時にプレ

イスメントテストを実施し、習熟度別クラスによる授業を行っている。 

これらのことから、自主学習への配慮、基礎学力不足の学生への配慮等が組織的に行われていると判断

する。 

 

５－２－④ 夜間において授業を実施している課程（夜間学部や昼夜開講制（夜間主コース））を置いている場合には、そ

の課程に在籍する学生に配慮した適切な時間割の設定等がなされ、適切な指導が行われているか。 

該当なし 
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５－２－⑤ 通信教育を行う課程を置いている場合には、印刷教材等による授業（添削等による指導を含む。）、放送授業、

面接授業（スクーリングを含む。）若しくはメディアを利用して行う授業の実施方法が整備され、適切な指導が

行われているか。 

該当なし 

 

５－３－① 教育の目的に応じた成績評価基準や卒業認定基準が組織として策定され、学生に周知されており、これらの

基準に従って、成績評価、単位認定、卒業認定が適切に実施されているか。 

全学的には、学群学則第 28 条の３において、成績評価基準の明示等について規定するとともに、成績

評価基準について学群試験実施要項を定め、学生に対しては、履修要覧を配付し、周知を図っている。ま

た、個別の授業科目における成績評価基準については、「シラバス作成のためのガイドライン」に基づき作

成したシラバスに記載し、学生に周知を図っている。 

各教員は、これらにより成績評価を行っており、教育企画室では、平成 19 年度分から学類ごとにＡ評

価の割合別の科目数グラフを作成し、学群教育会議において配付している。各組織では、他学類との比較

や各教員へ配付するなどの取組を始めている。 

成績評価基準の一例を挙げると、生命環境学群生物学類では、評点分布による教育水準評価：成績評価

ガイドラインを設定し、学生の学習意欲向上及び達成すべき水準の向上を図っている。達成目標に到達し

た学生をＢ評価とし、特に優れた学生をＡ評価とするこのガイドラインは、シラバスと併せて全学類生に

周知されている。学類の全教員には、筑波大学教育情報システム（以下「ＴＷＩＮＳ」という。）により作

成した同学類開設科目の評点分布一覧を配付し、共有（毎学期学類教員会議で教員相互に討議）するとと

もに、ガイドラインに合わない科目に関しては担当教員から理由等を聴取し、学類全体として適切な成績

評価体制の確立に努めている。 

卒業認定基準については、卒業要件として、各学群が学群履修細則において学生が履修すべき単位数（履

修すべき科目を含む）を定め、学生に対しては、履修要覧により周知を図っている。 

各学群においては、学群履修細則に基づき、単位を修得した結果等（修業年限の確認を含む）を踏まえ、

学類教員会議を経て、学群運営委員会等において卒業の認定を行っている。特に、卒業論文・研究・制作

については、これまでの学修のまとめであり、主査・副査の複数教員による評価や発表会を行い、多面的

に評価をすることとしている。 

これらのことから、成績評価基準や卒業認定基準が組織として策定され、学生に周知されており、成績

評価、単位認定、卒業認定が適切に実施されていると判断する。 

 

５－３－② 成績評価等の正確さを担保するための措置が講じられているか。 

各授業科目における成績評価は、担当教員が責任を持って行い、その結果をＴＷＩＮＳに入力し、授業

科目を開設する教育組織の長がその登録結果の確認を行い、成績の確定を行う体制をとっている。この仕

組みにより、学生が所属する学群・学類以外の授業科目を柔軟に履修できる当該大学の特色に対応して、

授業科目を開設する教育組織が他の教育組織に所属する学生に対しても学士課程の単位として認定してい

る。 

学生には定期試験の結果を通知することとしており、定期試験に関するものは、法人文書管理規程第５

条の規定により、学生に返却したものを除き５年間保存することとされている。 

学生から成績評価に対する問合せ、異議申立てがあった場合には、科目担当教員が対応している。ただ
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し、各教員の対応によって、学生の疑問が解消しない場合には、学類長やカリキュラム委員会等の委員長

等を交えて対応することとしている。 

これらのことから、成績評価等の正確さを担保するための措置が講じられていると判断する。 

 

＜大学院課程＞ 

５－４－① 教育の目的や授与される学位に照らして、教育課程が体系的に編成されており、授業科目の内容が、全体と

して教育課程の編成の趣旨に沿ったものになっているか。 

各研究科では、研究科・専攻の教育目標を踏まえ、教育課程の編成方針を明確化し、各専攻の学問分野

の特性に応じて、体系的な教育課程を編成し、適切な授業形態と論文指導体制、適切な成績評価と学位審

査により修了生の質の確保に努めている。 

また、大学院全体では、「専門を理解する深い見識や経験の蓄積」及び「幅広く深い学識のもと広い視

野で多方面から物事を考える力や洞察力」を養い、バランスのとれた教養と豊かな人間性を有する人材を

育成することを目的として大学院共通科目を開設している。 

これらのことから、教育課程が体系的に編成されており、授業科目の内容が、全体として教育課程の編

成の趣旨に沿ったものになっていると判断する。 

 

５－４－② 教育課程の編成又は授業科目の内容において、学生の多様なニーズ、研究成果の反映、学術の発展動向、社

会からの要請等に配慮しているか。 

大学院課程では、それぞれの課程、研究科・専攻の目的を達成するために編成された授業科目において、

次のような取組を行っている。 

・ 修了生には「専門を理解する深い見識や経験の蓄積」だけでなく「幅広く深い学識のもと広い視野

で多方面から物事を考える力や洞察力」や「研究成果の分かり易い普及活動」、「高い倫理性」等、バ

ランスのとれた教養と豊かな人間性が求められていることに鑑み、大学院共通科目（平成 22 年度 55

科目開講）を開設している。 

・ 学生の修学において研究科長が必要と認めるときは、他の研究科、学群、他大学で開設されている

授業科目を履修し、10単位を上限として修了の要件となる単位とすることができる。 

・ 企業や海外を含む多彩なインターンシップを提供している。選考を経て、大学院共通科目「国際イ

ンターンシップ」及び「国際研究プロジェクト」における単位を修得した学生には上限 30 万円の支

援が行われている。 

・ 博士後期課程学生を対象に、深い専門性と広い視野に加えて高い適応能力のある人材を育成するた

め、専門分野以外の研究科・専攻の学位同時取得を可能とするデュアルディグリープログラムを実施

している。 

ニーズへの対応として、例えば、生命環境科学研究科生命産業科学専攻では、実社会に対応する実務型

博士の育成を要望されていることから、これにこたえる授業科目を設定し、生命産業実務者育成のための

教育効果の向上を図るなど、学生の要望を授業の様式や内容に取り入れている。 

また、いずれの研究科においても、研究分野の最新の発展を学生に広く知ってもらうため、最先端の研

究動向と成果を授業内容に取り込んでいる。 

上記に加えて、文部科学省の各種の大学院教育改革プログラムや、システム情報工学研究科における特

許申請に係る講義の導入等のような当該大学の重点・戦略経費による学内教育プロジェクトにより、学生

や社会のニーズにこたえる教育プログラムの取組を行っている。 
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文部科学省「大学院教育改革支援プログラム（大学院ＧＰ）」において、平成19年度には「新領域開拓

のための人社系異分野融合型教育」及び「達成度評価システムによる大学院教育実質化」が、平成20年度

には「ＩＣＴソリューション・アーキテクト育成」及び「個性とキャリアを繋ぐ医科学教育ルネサンス」

の計４件が採択され、大学院教育の実質化、国際化に取り組んでいる。 

文部科学省「「魅力ある大学院教育」イニシアティブ」において、平成17年度には「大学・企業間イン

タラクティブ研究者の養成」及び「世界基準を体感する武者修行応援プログラム」が、平成18年度には「先

導的・国際的な「こころ」の科学者の育成」及び「実践ＩＴ力を備えた高度情報学人材育成」の計４件が

採択され、大学院教育の実質化に取り組み、支援期間終了後の展開につなげている。 

文部科学省「大学・大学院における教員養成推進プログラム（教員養成ＧＰ）」において、平成17年度

には「広域大学間連携による高度な教員研修の構築－「教育の今日的課題」解決に向けた新研修システム

の実現－」、平成18年度には「高度な授業力育成のための授業開発」の計２件が採択され、初等中等教育教

員の教育力・指導力育成のための取組を展開し、支援期間終了後も継続している。 

文部科学省21世紀ＣＯＥプログラムにおいて、平成14年度には「複合生物系応答機構の解析と農学的高

度利用」及び「未来型機能を創出する学際物質科学の推進」、「健康・スポーツ科学研究の推進」が、平成

15年度には「こころを解明する感性科学の推進」の計４件が採択され、これらの研究成果を大学院教育に

活かしている。 

平成19年度文部科学省グローバルＣＯＥプログラムに「サイバニクス：人・機械・情報系の融合複合」

が採択され、英語による発表、討議を義務付けたケーススタディ型学習や立案から事後評価までの全課程

を体験するプロジェクト研究等、新しい大学院教育方法を実践するなど大学院教育に活かされ、複眼的視

野と最先端の実問題を解決する能力を備えた人材育成を目的とした専修プログラムを継続させるための組

織として、平成22年６月には教育イニシアティブ機構が設置されている。 

そのほか、平成17年度文部科学省「派遣型高度人材育成協同プラン」に「大学と企業とで育てる創薬化

学高度人材」が、平成18年度文部科学省「先導的ＩＴスペシャリスト育成推進プログラム」に「高度ＩＴ

人材育成のための実践的ソフトウェア開発専修プログラム」が、平成19年度文部科学省「サービス・イノ

ベーション人材育成推進プログラム」に「顧客志向ビジネス・イノベーションのためのサービス科学に基

づく高度専門職業人育成プログラムの開発」がそれぞれ採択され、企業と連携したインターンシップ実習

実施や、実践的なカリキュラムの構築等、大学院教育に活かしている。 

これらのことから、教育課程の編成又は授業科目の内容において、学生の多様なニーズ、研究成果の反

映、学術の発展動向、社会からの要請等に配慮していると判断する。 

 

５－４－③ 単位の実質化への配慮がなされているか。 

３学期制のため１学期の授業期間は 10 週であるが、授業の実施曜日の振替、休業期間に期末試験を設

定するなどして、各学期に授業期間10週と期末試験期間１週を確保している。 

各研究科・専攻では、体系的に履修できるコースワークを充実させ、到達度を審査する仕組みが構築さ

れている。 

例えば、システム情報工学研究科リスク工学専攻における「達成度評価システム」では、通常の単位修

得と学位論文審査だけでなく、専攻の教育目標に照らして必要とされる項目について、毎年度複数回の自

己評価を行い、学修状況の定量的指標となるポイント（単位）と併せて、達成度の認定を行っている。達

成度評価項目として、博士前期課程においては、専門基礎、関連分野基礎、広い視野、現実問題の知識、

問題設定から解決まで、プレゼン・コミュニケーション能力が設定され、博士後期課程においては、上記
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に国際的通用性、学術的成果が加えられている。 

達成度評価システムは、ビジネス科学研究科、数理物質科学研究科、システム情報工学研究科、生命環

境科学研究科の「社会人のための博士後期課程早期修了プログラム」においても平成19年度より活用され、

学位授与に至る評価のプロセスが可視化されている。 

これらのことから、単位の実質化への配慮がなされていると判断する。 

 

５－５－① 教育の目的に照らして、講義、演習、実験、実習等の授業形態の組合せ・バランスが適切であり、それぞれ

の教育内容に応じた適切な学習指導法の工夫がなされているか。 

授業は、大学院学則第30条において、「講義、演習、実験、実習若しくは実技又はこれらの併用による

多様な方法により実施する」ものとすると定められており、各研究科では、それぞれの学問分野の特性に

応じて、多様な授業形態の中から適切な形態を組み合わせた授業を実施している。 

また、従来から実施している講義、演習、実習・実験、セミナー、プレゼンテーション方式等の授業に

加え、各研究科・専攻の特性、教育目標に応じて、インターンシップ（海外を含む）、リサーチプロポーザ

ルの実施、学際的なフィールド調査実習等の教育及び多様なメディアを高度に利用して授業を展開するな

どの工夫がなされている。 

これらのことから、授業形態の組合せ・バランスが適切であり、教育内容に応じた適切な学習指導法の

工夫がなされていると判断する。 

 

５－５－② 教育課程の編成の趣旨に沿って適切なシラバスが作成され、活用されているか。 

すべての研究科において、学習目標、授業の方法・計画、成績評価基準等を明示したシラバスを作成し

ている。シラバスは学生の利便性を考慮し、ウェブサイト等において公開することにより活用しやすい環

境を提供している。 

大学院生に対してあらかじめ、成績評価基準をシラバス等に明示した上で、レポートの提出状況、研究

の進捗状況、講義への出席状況を考慮した成績評価を実施している。 

全学共通の「シラバス作成のためのガイドライン」を作成し、教員に対して周知を図っている。 

これらのことから、教育課程の編成の趣旨に沿って適切なシラバスが作成され、活用されていると判断

する。 

 

５－５－③ 夜間において授業を実施している課程（夜間大学院や教育方法の特例）を置いている場合には、その課程に

在籍する学生に配慮した適切な時間割の設定等がなされ、適切な指導が行われているか。 

当該大学では、数理物質科学研究科、システム情報工学研究科（社会システム工学専攻を除く）、生命

環境科学研究科（一部専攻を除く）、人間総合科学研究科（フロンティア医科学専攻、看護科学専攻、生命

システム医学専攻、疾患制御医学専攻、体育学専攻、芸術専攻）、図書館情報メディア研究科、教育研究科

において、大学院設置基準第14条に定める教育方法の特例を適用することにより昼夜開講制を実施し、多

くの有望な社会人が在職のまま大学院の正規の授業を受け、教育と研究の分野だけではなく、企業社会に

おいて指導的役割を果たし得る高度専門的知識と能力を獲得する機会を提供している。 

また、生涯学習社会の到来に先駆け、能力再開発を志す社会人を対象としたレベルの高い大学院教育を

実施することを目的に、ビジネス科学研究科、人間総合科学研究科（生涯発達専攻、生涯発達科学専攻、

スポーツ健康システム・マネジメント専攻）において夜間大学院を設置している。 
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このため、大学院設置基準第14条に定める教育方法の特例及び夜間大学院に対応する時間割（筑波キャ

ンパスでは18時から20時35分まで。東京キャンパスでは火～金曜日18時20分から21時まで、及び土

曜日10時20分から19時35分まで。）を設定して学生の事情に応じた教育を行っている。 

これらのことから、夜間において授業を実施している課程に在籍する学生に配慮した適切な時間割の設

定等がなされ、適切な指導が行われていると判断する。 

 

５－５－④ 通信教育を行う課程を置いている場合には、印刷教材等による授業（添削等による指導を含む。）、放送授業、

面接授業（スクーリングを含む。）若しくはメディアを利用して行う授業の実施方法が整備され、適切な指導が

行われているか。 

該当なし 

 

５－６－① 教育課程の趣旨に沿った研究指導、学位論文（特定課題研究の成果を含む。）に係る指導の体制が整備され、

適切な計画に基づいて行われているか。 

課程制をとる大学院の趣旨に基づく教育課程を編成し、その上ですべての研究科では、正・副指導教員

による複数指導体制により幅広い論文指導を行う体制を各研究科細則等に明確化している。 

指導においては、年次ごとに、科目履修、研究テーマの決定、中間報告、学位論文作成等を適切に配置

し、計画的に履修を行わせている。 

これらのことから、教育課程の趣旨に沿った研究指導、学位論文に係る指導の体制が整備され、適切な

計画に基づいて行われていると判断する。 

 

５－６－② 研究指導、学位論文に係る指導に対する適切な取組が行われているか。 

各研究科では、部局細則において養成すべき人材像を明確にしながら、それぞれの専攻分野において教

育課程の構造化や体系化を図るとともに、課程の修了までのプロセスを明示している。その上ですべての

研究科では、正・副指導教員による複数指導体制の下で、研究計画の作成から学位論文の作成に至る研究

指導、論文指導を各学問領域の特色に合わせつつ計画的に実施している。 

平成21年度実績では延べ2,074人がＲＡに採用されている。また、ＴＡ業務に従事した博士後期課程の

学生の中で、特に優秀な者に対して「筑波大学ティーチングフェロー」の呼称を与えている。 

これらのことから、研究指導、学位論文に係る指導に対する適切な取組が行われていると判断する。 

 

５－７－① 教育の目的に応じた成績評価基準や修了認定基準が組織として策定され、学生に周知されており、これらの

基準に従って、成績評価、単位認定、修了認定が適切に実施されているか。 

大学院学則第31条の２及び第35条、第36条において、成績評価基準等が定められ、同第41～44条に

おいて、各課程における修了基準が定められている。 

学生に対して、下記のとおりあらかじめ学習目標、授業の方法及び計画、並びに評価基準を明示し、単

位制の趣旨を踏まえた成績評価を実施している。 

・ すべての研究科において、学習目標、授業の方法・計画、成績評価基準等を明示したシラバスを作

成し、学生に周知を図るとともに、大学及び研究科等のウェブサイトにより広く社会に公開している。 

・ 学生に対してあらかじめ、成績評価基準をシラバス等に明示した上で、レポートの提出状況、研究

の進捗状況、講義への出席状況、学会発表及び学会誌への成果発表を考慮した適切な成績評価を実施
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している。 

・ 教育企画室ではＴＷＩＮＳを活用して授業科目ごとの成績分布を集計し、研究科及び専攻に配付す

ることによって、成績評価の厳格化を促している。 

・ 学位論文の審査に当たって、複数の研究科においては、副査は他研究科、他大学等の教員等を充て

る、指導教員を主査から除外するなどの取組を実施し、学位の質の向上を図っている。 

・ システム情報工学研究科リスク工学専攻における「達成度評価システム」及びビジネス科学研究科、

数理物質科学研究科、システム情報工学研究科、生命環境科学研究科における「社会人のための博士

後期課程早期修了プログラム」では、学修・研究能力を向上させるための達成度評価を実施し、学位

の質の向上を図っている。 

これらのことから、成績評価基準や修了認定基準が組織として策定され、学生に周知されており、成績

評価、単位認定、修了認定が適切に実施されていると判断する。 

 

５－７－② 学位論文に係る評価基準が組織として策定され、学生に周知されており、適切な審査体制が整備されている

か。 

学位論文に関する審査体制については、大学院学則第 45～47 条及び学位規程に基づき、学位論文審査

委員会に関する法人細則において審査体制や手続きを定めており、各研究科はこの学位論文審査委員会に

関する法人細則の下に、部局細則等（研究科内規等を含む）で定めている。 

学位論文の専門的な審査は、研究科教員会議が主査１人、副査２人以上の教員を指名し、以下の取組に

より、学位論文又は研究成果の審査を行っている。 

・ 学位の水準の確保等（学位の質の保証）のために、すべての研究科で学位の申請のための基準・手

続きを明確にしている。 

・ 学位の審査基準については、従前より「当該研究分野で自立した研究者として研究活動を行うに必

要な高い研究能力を示すもの」、「独創的研究によって、当該研究分野の学術水準に新たな知見を加え

たもの」であることを確認するものとし、研究科における内規等に記載されている。 

・ 専門的な審査に外部等の教員等を加えている。 

・ 多くの研究科では、指導教員を当該論文審査の主査とならないことを決めている。 

・ 中間報告会や公開セミナー等による事前審査を図っている。 

これらの学位審査等に関する手順は、各研究科のウェブサイトへの掲載や学生への資料等の配付により、

周知を図っている。 

これらのことから、学位論文に係る評価基準が組織として策定され、学生に周知されており、適切な審

査体制が整備されていると判断する。 

 

５－７－③ 成績評価等の正確さを担保するための措置が講じられているか。 

各授業科目における成績評価は、担当教員が責任を持って行い、その結果をＴＷＩＮＳに入力し、授業

科目を開設する教育組織の長がその登録結果の確認を行い、成績の確定を行う体制をとっている。これに

より、当該大学の特色である「学生が所属する教育組織以外の授業科目を柔軟に履修できる、幅広い学習

を可能とする」取組に対応し、授業科目を開設する教育組織が他の教育組織に所属する学生に対しても大

学院課程の単位として認定している。 

また、学生には、定期試験の結果を通知することとしており、定期試験に関するものは、法人文書管理

規程第５条の規定により、学生に返却したものを除き５年間保存することとされている。 
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実際に、学生から成績評価に対する問合せ、異議申立てがあった場合には、科目担当教員が対応してい

る。ただし、各教員の対応によって、学生の疑問が解消しない場合には、専攻長やカリキュラム委員会等

の委員長等を交えて対応することとしている。 

これらのことから、成績評価等の正確さを担保するための措置が講じられていると判断する。 

 

＜専門職学位課程＞ 

５－８－① 教育の目的や授与される学位に照らして、教育課程が体系的に編成されており、授業科目の内容が、全体と

して教育課程の編成の趣旨に沿ったものになっているか。 

専門職学位課程として、ビジネス科学研究科に法曹専攻（法科大学院）及び国際経営プロフェッショナ

ル専攻（経営系専門職大学院）が設置されている。 

法曹専攻では、未修者、既習者を区別せず、３年間で法曹として必要な能力を身に付けることを目的と

して明示し、これを実現するための教育課程、授業科目が編成され、平成22年度大学院便覧（東京キャン

パス）にその内容が記載されている。 

一方、国際経営プロフェッショナル専攻は、経営に関するコア力量を持つビジネスマネジャー、国際対

応力量に秀でたカントリーマネジャー、応用情報技能に秀でたプロジェクトマネジャーの３タイプのマネ

ジャーを系統育成することを目的として明示している。これを実現するための教育課程、授業科目につい

て、英文によりウェブサイトに掲載されている。 

これらのことから、教育課程が体系的に編成されており、授業科目の内容が、全体として教育課程の編

成の趣旨に沿ったものになっていると判断する。 

 

５－８－② 教育課程の編成又は授業科目の内容において、学生の多様なニーズ、研究成果の反映、学術の発展動向、社

会からの要請等に配慮しているか。 

法曹専攻では、有職社会人学生が多いという特徴に対応した多様な科目群を開設し、また、リーガルク

リニックを重視するという視点から、学内に学習の基盤となる併設法律事務所を開設するなど、学生から

のニーズや社会からの要請を踏まえて、教育課程や授業科目を編成している。 

国際経営プロフェッショナル専攻においては、国際化・情報化が急速に進展する社会・経済のニーズに

こたえる科目群を開設するとともに、プロフェッショナル人材に欠かせない職業倫理観の涵養を図る授業

科目、「ビジネスプロジェクト」における企業内プロジェクトやインターンシップを通じてリアルタイムで

最新の経営課題と実務技能を体験できる機会を提供している。 

また、文部科学省の大学院教育改革プログラムへの採択により、学生や社会のニーズにこたえる教育プ

ログラムの開発と改善に取り組んでいる。 

平成17年度文部科学省「法科大学院等専門職大学院形成支援プログラム」において、法曹専攻では「夜

間社会人学生用実践的学習支援システム－高速ネット通信活用によるリーガルクリニック支援システムと

学外学習補助システムの開発－」、国際経営プロフェッショナル専攻では「ビジネススクール教育の質保証

システム開発」が採択され、ネットワーク通信を利用した各種システムの開発による社会人学生等の学習

における時間的な制約の解消や、経営系専門職大学院の教育プログラムの持続的改善及び教育の質の改善

に取り組み、支援期間終了後も継続している。 

これらのことから、教育課程の編成又は授業科目の内容において、学生の多様なニーズ、研究成果の反

映、学術の発展動向、社会からの要請等に配慮していると判断する。 
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５－８－③ 単位の実質化への配慮がなされているか。 

専門職学位課程では、ビジネス科学研究科の教育に関する細則第７条により国際経営プロフェッショナ

ル専攻では32単位、法曹専攻では36単位と履修科目の登録の上限を設定するとともに、同第９条により

学修の成果を客観的かつ厳格に評価するためのＧＰＡ（Grade Point Average）制度による成績評価を実施

している。 

国際経営プロフェッショナル専攻においては、最終修了要件の「ビジネスプロジェクト」で、３回の発

表会を実施し、３〜４人の教員が各プレゼンテーションを評価している。最終単位認定に当たっては、全

教員による専攻会議において、妥当性を判断し、公平性を確保するなど、各専攻において単位の実質化に

取り組んでいる。 

これらのことから、単位の実質化への配慮がなされていると判断する。 

 

５－９－① 教育課程や教育内容の水準が、当該職業分野の期待にこたえるものになっているか。 

法曹専攻では、実務家教員による講義や併設法律事務所におけるエクスターンシップにより、当該職業

分野に対する社会からの要請等を把握するとともに、最新の情勢を授業内容に反映するよう努めている。 

また、国際経営プロフェッショナル専攻においては、海外有力ビジネススクールから外国人客員教授を

招聘し、国際ビジネススクールに求められる国際的経営知識や視野の拡大を目指すとともに、実務の最前

線にある情報を教育に取り入れた科目の実施、及び「ビジネスプロジェクト」における企業内プロジェク

ト、インターンシップ等を通じて、リアルタイムで最新の経営課題と実務技能を体験できるような体制を

整えている。 

これらのことから、教育課程や教育内容の水準が、当該職業分野の期待にこたえるものとなっていると

判断する。 

 

５－10－① 教育の目的に照らして、講義、演習、実験、実習等の授業形態の組合せ・バランスが適切であり、それぞれ

の教育内容に応じた適切な学習指導法の工夫がなされているか。 

法曹専攻では、夜間・社会人学生が実務に触れる機会を確保するために、法科大学院の施設に法律事務

所を併設して、ウェブサイト上で利用可能な「日程管理システム」を活用したフレックスタイム制の「リー

ガルクリニック」を実施している。 

国際経営プロフェッショナル専攻では、すべての教員が、ディベート、フィールド・スタディ、ディス

カッション、ケース・メソッド、クリエイティブ・シンキング、クォンティティブ・アナリシス、シミュ

レーション、ロールプレイ、プログラミングの９つの実践的な教育メソッドを導入している。加えて、「ビ

ジネスプロジェクト」における企業内プロジェクト、インターンシップ等を実施している。 

これらのことから、授業形態の組合せ・バランスが適切であり、それぞれの教育内容に応じた適切な学

習指導法の工夫がなされていると判断する。 

 

５－10－② 教育課程の編成の趣旨に沿って適切なシラバスが作成され、活用されているか。 

専門職学位課程では、全学共通の「シラバス作成のためのガイドライン」を踏まえ、各専攻におけるシ

ラバスを作成し、学生への配付やウェブサイトへの掲載により周知を図っている。 

このことから、教育課程の編成の趣旨に沿って適切なシラバスが作成され、活用されていると判断する。 
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５－10－③ 夜間において授業を実施している課程（夜間大学院や教育方法の特例）を置いている場合には、その課程に

在籍する学生に配慮した適切な時間割の設定等がなされ、適切な指導が行われているか。 

専門職学位課程では、学生に有職社会人が多いという特徴を踏まえ、第７時限（18時20分から19時35

分まで）、第８時限（19時45分から21時まで）の設定や、法曹専攻では、日曜日及び月曜日の休日の開

講を避け、国際経営プロフェッショナル専攻では、夜間と土曜日に集中して開講するなど、授業の開講時

間割設定において配慮している。 

法曹専攻では、休祝日も含め 24 時間利用できる法科大学院専用の図書・自習室の整備、国内外の主要

データベースに自由にアクセスして自習できる環境を整えている。 

また、国際経営プロフェッショナル専攻では、社会人学生が利用しやすいよう、授業時間と合わせた形

で附属図書館を開館している。 

これらのことから、夜間において授業を実施している課程に在籍する学生に配慮した適切な時間割の設

定等がなされ、適切な指導が行われていると判断する。 

 

５－10－④ 通信教育を行う課程を置いている場合には、印刷教材等による授業（添削等による指導を含む。）、放送授業、

面接授業（スクーリングを含む。）若しくはメディアを利用して行う授業の実施方法が整備され、適切な指導が

行われているか。 

該当なし 

 

５－11－① 教育の目的に応じた成績評価基準や修了認定基準が組織として策定され、学生に周知されており、これらの

基準に従って、成績評価、単位認定、修了認定が適切に実施されているか。 

成績評価については、全学生に配付している大学院便覧に記載され、学生に周知を図るとともに、専門

職学位課程における成績評価基準及び修了要件については、ビジネス科学研究科の教育に関する規則及び

ビジネス科学研究科における成績評価基準により規定されている。 

また、各専攻ともにＧＰＡ制度による成績評価を実施している。 

各教員は、これらの基準に基づき、試験結果及び授業出席状況その他を加味して判定した結果を研究科

長に報告し、単位認定、修了認定が行われている。 

これらのことから、成績評価基準や修了認定基準が組織として策定され、学生に周知されており、成績

評価、単位認定、修了認定が適切に実施されていると判断する。 

 

５－11－② 成績評価等の正確さを担保するための措置が講じられているか。 

法曹専攻では、「試験の採点結果に関する照会申請書」による成績照会制度を設けており、照会に対し、

授業科目担当教員が回答している。回答後なお不服がある場合については、書面をもって不服の申し出を

行うことができ、授業担当教員及び教務委員会で協議の上、対応している。また、当該制度については、

文書により学生への周知を図っている。また、平成19年度第３学期からは、当該科目の成績分布状態等の

必要な関連情報を併せて学生に告知するようにしている。 

国際経営プロフェッショナル専攻では、学生とのコミュニケーション窓口を設けている。成績等に関わ

る問題はEducation Committeeで議論するとともに、指導教員によるコミュニケーションが日頃から密に

なるよう配慮をしている。 

これらのことから、成績評価等の正確さを担保するための措置が講じられていると判断する。 
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以上の内容を総合し、「基準５を満たしている。」と判断する。 

 

【優れた点】 

○ 大学院課程において、バランスのとれた教養と豊かな人間性を有する人材を育成することを目的と

して大学院共通科目を開設している。 

○ 大学院課程において、主専攻に加えて、それ以外の研究科・専攻との学位の同時取得を可能とする

デュアルディグリープログラムを実施している。 

○ 平成 20 年度文部科学省教育ＧＰに「筑波スタンダードに基づく教養教育の再構築－世界水準の教

養教育を目指す全学的取組－」が採択され、カリキュラム改革を実施し、学生参加型授業を展開して

いる。 

○ 文部科学省特色ＧＰにおいて、平成15年度には「先進的な医学教育を推進する支援システム」、平

成 17 年度には「アート・デザイン教育による３Ｃ力の育成」、平成 18 年度には「プロジェクト実習

による高度専門技術者養成」、平成 19 年度には「「チーム医療実践力」育成プログラム－人間性・協

調性を兼ね備えた医師の養成を目指して－」の計４件が採択されている。例えば「「チーム医療実践

力」育成プログラム－人間性・協調性を兼ね備えた医師の養成を目指して－」では、医学・看護・医

療科学類合同プログラム「ケア・コロキウム（チームワーク演習）」を展開し、専門職の役割、チー

ムや連携・協働に対する理解を高めるなど成果を上げている。 

○ 文部科学省現代ＧＰにおいて、平成 17 年度には「新しい課題対応型体験学習プログラムの開発－

地域連携によるマイスター育成講座への運営参加を通して－」、平成18年度には「地域ヘルスプロモー

ションプログラム－住民に対する予防・健康教育を担える医師養成のための体系的な教育プログラム

－」及び「専門教育と融合した全学生へのキャリア支援－キャリアポートフォリオと人的ネットワー

クの活用－」が、平成19年度には「異分野学生の協働によるコンテンツ開発演習－異分野学生のMatch 

Makingによる協働型コンテンツ開発演習プログラム－」の計４件が採択され、実施した取組を支援期

間終了後の展開につなげている。 

○ 文部科学省大学院ＧＰにおいて、平成19年度には「新領域開拓のための人社系異分野融合型教育」

及び「達成度評価システムによる大学院教育実質化」が、平成20年度には「ＩＣＴソリューション・

アーキテクト育成」及び「個性とキャリアを繋ぐ医科学教育ルネサンス」の計４件が採択され、大学

院教育の実質化、国際化に取り組んでいる。 

○ 文部科学省「「魅力ある大学院教育」イニシアティブ」において、平成17年度には「大学・企業間

インタラクティブ研究者の養成」及び「世界基準を体感する武者修行応援プログラム」が、平成18年

度には「先導的・国際的な「こころ」の科学者の育成」及び「実践ＩＴ力を備えた高度情報学人材育

成」の計４件が採択され、大学院教育の実質化に取り組み、支援期間終了後の展開につなげている。 

○ 文部科学省教員養成ＧＰにおいて、平成17年度には「広域大学間連携による高度な教員研修の構築

－「教育の今日的課題」解決に向けた新研修システムの実現－」、平成18年度には「高度な授業力育

成のための授業開発」の計２件が採択され、初等中等教育教員の教育力・指導力育成のための取組を

展開し、支援期間終了後も継続している。 

○ 文部科学省21世紀ＣＯＥプログラムにおいて、平成14年度には「複合生物系応答機構の解析と農学

的高度利用」及び「未来型機能を創出する学際物質科学の推進」、「健康・スポーツ科学研究の推進」

が、平成15年度には「こころを解明する感性科学の推進」の計４件が採択され、これらの研究成果を
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大学院教育に活かしている。 

○ 平成19年度文部科学省グローバルＣＯＥプログラムに「サイバニクス：人・機械・情報系の融合複

合」が採択され、英語による発表、討議を義務付けたケーススタディ型学習や立案から事後評価まで

の全課程を体験するプロジェクト研究等、新しい大学院教育方法を実践するなど大学院教育に活かさ

れ、複眼的視野と最先端の実問題を解決する能力を備えた人材育成を目的とした専修プログラムを継

続させるための組織として、平成22年６月には教育イニシアティブ機構が設置されている。 

○ 平成17年度文部科学省「派遣型高度人材育成協同プラン」に「大学と企業とで育てる創薬化学高度

人材」が、平成18年度文部科学省「先導的ＩＴスペシャリスト育成推進プログラム」に「高度ＩＴ人

材育成のための実践的ソフトウェア開発専修プログラム」が、平成19年度文部科学省「サービス・イ

ノベーション人材育成推進プログラム」に「顧客志向ビジネス・イノベーションのためのサービス科

学に基づく高度専門職業人育成プログラムの開発」がそれぞれ採択され、企業と連携したインターン

シップ実習実施や、実践的なカリキュラムの構築等、大学院教育に活かしている。 

○ 平成 17 年度文部科学省「法科大学院等専門職大学院形成支援プログラム」において、法曹専攻で

は「夜間社会人学生用実践的学習支援システム－高速ネット通信活用によるリーガルクリニック支援

システムと学外学習補助システムの開発－」、国際経営プロフェッショナル専攻では「ビジネススクー

ル教育の質保証システム開発」が採択され、ネットワーク通信を利用した各種システムの開発による

社会人学生等の学習における時間的な制約の解消や、経営系専門職大学院の教育プログラムの持続的

改善及び教育の質の改善に取り組み、支援期間終了後も継続している。 
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【評価結果】 

基準６を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

６－１－① 学生が身に付ける学力、資質・能力や養成しようとする人材像等に照らして、その達成状況を検証・評価す

るための適切な取組が行われているか。 

教育担当副学長の下に教育企画室及び全学的組織であるＦＤ委員会を設置し、さらに、各教育組織にＦ

Ｄ委員会等を設置している。全学及び各教育組織のＦＤ委員会等は連携しつつ、ＦＤ活動の一環として、

授業評価アンケート、卒業（修了）生アンケートを実施するとともに、教育目標に対するカリキュラムの

検証や学生の履修状況の分析や学生の要望・意見等に対する検証等といった教育の実情調査等の取組を

行っている。 

各教育組織においても、独自に教育効果の検証と改善のための取組を行っているが、先導的取組として、

システム情報工学研究科リスク工学専攻においては、達成度評価システムを導入している。なお、一定の

研究業績や能力を有する社会人を対象に、標準修業年限が３年である博士後期課程を最短１年で修了し課

程博士号を取得することが可能な社会人のための博士後期早期修了プログラムにおいても、達成度評価シ

ステムを活用し、平成19～21年度において毎年19人の修了生を輩出している。 

これらのことから、学生が身に付ける学力、資質・能力や養成しようとする人材像等に照らして、その

達成状況を検証・評価するための適切な取組が行われていると判断する。 

 

６－１－② 各学年や卒業（修了）時等において学生が身に付ける学力や資質・能力について、単位修得、進級、卒業（修

了）の状況、資格取得の状況等から、あるいは卒業（学位）論文等の内容・水準から判断して、教育の成果や

効果が上がっているか。 

平成17～21年度における標準修業年限内での学位授与（卒業・修了）率は、学士課程で77.9～81.2％、

同（医学専門学群）で84.0～97.0％である。また、修士課程（博士前期課程含む）では82.6～87.2％、博

士後期課程（５年一貫制、３年制博士課程含む）で30.8～35.7％、医学の課程（人間総合科学研究科先端

応用医学専攻、分子情報・生体統御医学専攻、病態制御医学専攻、機能制御医学専攻、社会環境医学専攻）

で56.7～70.6％、専門職学位課程で72.2～90.9％である。 

学生の国家試験等の合格状況は、過去５年間に、医師国家試験の合格率は91.6〜98.1％、看護師国家試

験の合格率は 94.4〜100％の実績があり、高い合格率である。そのほかにも、例年、公立学校教員、国家

公務員等の採用試験を受けている。新司法試験合格者は平成20年度５人、平成21年度３人、平成22年度

11人である。 

また、学生が在学期間中に顕著な活動を行い、学内表彰だけでなく、国内外から表彰される例も少なく

ない。例えば、日本混相流学会学生優秀講演賞や、生態工学会年会大会優秀発表賞、さらには国際柔道大

会における優勝やユニバーシアード（女子サッカー）での準優勝等、幅広い分野において受賞している。

学位論文については、国内外の学術誌において高い評価を得るものが多く、学会表彰を受けるものも多く

基準６ 教育の成果 

６－１ 教育の目的において意図している、学生が身に付ける学力、資質・能力や養成しようとする人

材像等に照らして、教育の成果や効果が上がっていること。 
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ある。 

これらのことから、教育の成果や効果が上がっていると判断する。 

 

６－１－③ 授業評価等、学生からの意見聴取の結果から判断して、教育の成果や効果が上がっているか。 

全学的には、当該大学の教養教育の柱となる共通科目について、学期ごとに総合科目アンケートを実施

している。「この授業の内容はよく理解できた。」や「この授業により、新しい知識や考え方が修得でき、

さらに深く勉強したくなった。」といった11の設問に対して、肯定的評価（「大いにそう思う」と「そう思

う」の合計）の割合の平均値は、平成 20、21 年度の各学期において、おおむね 80％であり、肯定的な評

価が得られている。 

システム情報工学研究科構造エネルギー工学専攻におけるティーチングポートフォリオを活用した授

業改革の取組等にみられるように、各教育組織では、様々な形態の授業評価アンケート等が実施され、そ

れらの結果については、学生と教員の意見交換等を通じて教育の成果や効果を上げるための改善等に活用

されている。 

これらのことから、教育の成果や効果が上がっていると判断する。 

 

６－１－④ 教育の目的で意図している養成しようとする人材像等について、就職や進学といった卒業（修了）後の進路

の状況等の実績や成果について定量的な面も含めて判断して、教育の成果や効果が上がっているか。 

平成21年度では、2,397 人の学士、1,665 人の修士、402人の博士取得者を社会に送り出している。こ

の中には、職務復帰した社会人学生（修士171人、博士75人）、帰国した留学生（修士90人、博士31人）

が含まれている。 

学士課程の卒業生の進路は、大学院への進学率が 45.0％と高く、特に理工・農学系の学類では 75％を

超える学生が進学している。また、就職希望者に対する就職率は92.4％と高く、就職者の産業別就職状況

については、企業へは66.4％、教員へは9.9％及び公務員等へは15.6％である。 

修士課程（博士前期課程を含む。）の修了生の進路は、進学17.2％、就職55.3％に加え、社会人学生の

職場復帰が10.3％、留学生の帰国が5.4％である。就職者の産業別就職状況については、製造業を中心と

する産業界等の実務型高度専門職業への就職は80.0％、大学教員を含む教員と公務員へは20.0％である。 

さらに、博士後期課程（一貫制博士、３年制博士を含む。）及び専門職学位課程の修了後の進路は、就

職37.8％、研究員23.1％、社会人の職場復帰が18.7％、留学生の帰国が7.7％である。就職者の内訳は、

産業界等の研究型高度専門職業人46.7％と公務員等51.3％が大半を占めている。 

これらのことから、教育の成果や効果が上がっていると判断する。 

 

６－１－⑤ 卒業（修了）生や、就職先等の関係者からの意見聴取の結果から判断して、教育の成果や効果が上がってい

るか。 

全卒業（修了）生に対して、卒業（修了）時に教育課程や学習・教育環境等に関するアンケートを実施

しており、当該大学の教育全体に対する設問「大学の教育は全体としてどうでしたか」に対し、肯定的評

価（「非常に満足」、「満足」、「やや満足」の合計）が卒業生90.5％、修了生91.7％であり、高い満足度を

示している。 

なお、学士課程においては、卒後20年を経た卒業生に対しても同様のアンケートを実施しており、「本

学への入学を周囲の者に勧めますか」との設問に対する肯定的評価（「大いに勧める」、「勧める」、「どちら
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かといえば勧める」の合計）は93.1％である。 

また、就職支援の一環として行っているＯＢ・ＯＧ懇談会の参加企業に対して、ステークホルダー調査

（企業アンケート）を実施し、教育改善に資する社会からの意見聴取を行っており、その結果、当該大学

の印象として、「研究活動が盛んである。」、「高い専門教育を行っている。」、「体育・スポーツ活動が盛んで

ある。」等といった回答が得られている。 

これらのことから、卒業（修了）生や、就職先等の関係者からの意見聴取の結果から判断して、教育の

成果や効果が上がっていると判断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準６を満たしている。」と判断する。 
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【評価結果】 

基準７を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

７－１－① 授業科目や専門、専攻の選択の際のガイダンスが適切に実施されているか。 

学士課程においては、各学群・学類が新入生を対象とする入学時オリエンテーションにおいて、カリキュ

ラム、履修方法、主専攻等についてガイダンスを実施している。一部の教育組織では、教員のみならず、

アシスタントとして上級生が説明しており、学生目線でのより実践的なガイダンスが実施されている。さ

らに、各学類でそれぞれの状況に合わせて主専攻の選択に係る説明会等を実施している。 

大学院課程においては、各研究科・専攻が新入生を対象とする入学時オリエンテーションにおいて、カ

リキュラム、履修方法等のガイダンスを実施している。また、学位取得までのスケジュール及び手続きに

ついて、各専攻の状況に合わせて説明が行われている。 

これらのことから、ガイダンスが適切に実施されていると判断する。 

 

７－１－② 学習支援に関する学生のニーズが適切に把握されており、学習相談、助言、支援が適切に行われているか。

学士課程においては、授業科目それぞれに対する学生の学習支援ニーズに対応するため、各教員はシラ

バスにオフィスアワーを明記するとともに、電子メールによる指導・助言を行っている。 

また、学群生に対してクラス制度を設けている。クラスは学生 20 人に教員１人の割合で構成され、各

クラスにはクラス会議が置かれる。各学群・学類においてクラス代表者と教職員で構成するクラス連絡会

を春と秋に１回ずつ開催し、教員が学生からの教育・学生生活に関する要望を聴き、学生生活支援及びカ

リキュラム編成等において反映させている。 

選出された複数のクラス代表により自主的に運営される組織として、各学類・専門学群にクラス代表者

会議が置かれている。クラス会議及びクラス代表者会議は、各学類・専門学群において、学生と教職員の

意見交換の場として活用されている。 

各学類・専門学群のクラス代表者会議の座長（１人）及び副座長（２人）により自主的に運営される組

織として全学学類・専門学群代表者会議（以下「全代会」という。）が置かれている。全代会は、学生と大

学の間を橋渡しする公的な学生組織と位置付けられており、活動内容は学内の情報環境整備、交通安全指

導、教育環境改善、生活環境改善の調査・検討と多岐にわたっている。 

全代会からは随時、大学側に学生の要望・意見が提示されるシステムになっているが、とりわけ学長と

の茶話会（年１回）及び副学長との懇談会（年２回）がそれぞれ開催されており、学長及び副学長が学生

代表と直接対話をすることにより学生のニーズを吸い上げて、各学群の特性に応じた学習支援の取組に反

映させている。 

基準７ 学生支援等 

７－１ 学習を進める上での履修指導が適切に行われていること。また、学生相談・助言体制等の学習

支援が適切に行われていること。 

７－２ 学生の自主的学習を支援する環境が整備され、機能していること。また、学生の活動に対する

支援が適切に行われていること。 

７－３ 学生の生活や就職、経済面での援助等に関する相談・助言、支援が適切に行われていること。
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大学院課程において、基本的には指導教員を通じて指導を行っているが、シラバスにオフィスアワーを

明記して学生の便宜を図っていることは学士課程と同様である。また、研究科ごとに大学院生懇談会を毎

年開催し、それぞれ生活環境及び学習環境に関するアンケート調査等を加えながら、教育内容や指導体制

等についての意見・要望を聴き、大学院カリキュラム編成等に反映させている。 

これらのことから、学習支援に関する学生のニーズが適切に把握されており、学習相談、助言、支援が

適切に行われていると判断する。 

 

７－１－③ 通信教育を行う課程を置いている場合には、そのための学習支援、教育相談が適切に行われているか。 

該当なし 

 

７－１－④ 特別な支援を行うことが必要と考えられる学生への学習支援を適切に行うことのできる状況にあるか。また、

必要に応じて学習支援が行われているか。 

留学生に対しては、学士課程は入学後２年間、大学院は１年間チューターを配置し、入学後の学習支援

を行っており、約900人の留学生（短期の研究生等を含む）が利用している。各学類には、留学生担当教

員又は対応委員会を置き、留学生センターに相談部門を設置して、日本人教員のほか外国人教員のカウン

セラーが対応している。 

また、留学生センターでは日本語補講コースを開設し、留学生の日本語能力の向上に向けた対応をして

いる。 

社会人学生に対しては、夜間大学院を東京地区に設置し、火曜日から金曜日は第７時限（18 時 20 分開

始）、第８時限（21時終了）の授業時間割が編成されるとともに、土曜日にも授業が行われている。また、

筑波地区では、大学院設置基準第 14 条特例により、昼夜開講制を実施しており、通常は第６時限（18 時

終了）までの授業編成としているが、第８時限（20時35分終了）まで開講している。 

障害のある学生に対しては、入学前及び入学時において学生・保護者、関係教育組織及び関係事務室の

三者で在学に当たっての学習・生活支援について打合せを行っている。 

中央図書館、体育・芸術図書館、医学図書館、図書館情報学図書館において、視覚に障害のある学生用

の端末をそれぞれ１台設置している。 

共通科目の体育で障害のある学生のための科目「トリム運動」を開設しているほか、外国語センターで

実施している語学プレイスメントテスト、期末試験における試験問題を障害学生支援室にて点字化し、レ

ポートへの代替ではなく一般学生と同じ学習環境を提供している。 

学生からの要望に応じてピア・チューターを配置し、年間 100～1,000 時間程度のそれぞれの障害に対

応した学習支援を行っている。 

障害学生支援室では、ピア・チューター養成講座の開設、総合科目「共生キャンパスとボランティア」

の開設等により一般学生への啓発活動を行うとともに、障害学生支援室ウェブサイトにおいて、当該大学

の障害学生支援体制・状況について周知を図っている。また、日本学生支援機構が行う障害学生修学支援

ネットワークの拠点校として、他大学からの障害学生支援に対する相談を受けており、当該大学のみなら

ず、他大学の障害学生支援にも寄与している。 

これらのことから、特別な支援を行うことが必要と考えられる学生への学習支援を適切に行うことので

きる状況にあり、また、必要に応じて学習支援が行われていると判断する。 
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７－２－① 自主的学習環境が十分に整備され、効果的に利用されているか。 

附属図書館（中央図書館、体育・芸術図書館、図書館情報学図書館、医学図書館、大塚図書館（東京キャ

ンパス））の長時間開館（平日９時から22時まで。大塚図書館は月曜日10時30分から18時30分、火～

金曜日13時から21時10分まで。土日休日の開館10時から18時まで。医学図書館は９時から22時、大

塚図書館は土曜日のみ13時から19時50分まで。）、学生の教育利用を目的とする全学計算機システムの原

則24時間利用等に加えて、各学群・学類、研究科・専攻においても、学生の自習室・自習コーナーを設置

している。春日キャンパスにはラーニング・コモンズが設置されている。 

また、大学院生に対しては、それぞれ必要な数の机及びいすが設けられている。 

これらのことから、自主的学習環境が十分に整備され、効果的に利用されていると判断する。 

 

７－２－② 学生のサークル活動や自治活動等の課外活動が円滑に行われるよう支援が適切に行われているか。 

当該大学の学生の自治活動に対して、大学からは、リーダー育成、広報活動支援等のほか、活動スペー

スや活動資金（平成21年度実績5,751千円）の支援が行われている。 

また、大学院生においても、多様化する修学上、生活上の様々な意見・課題を反映させるため、大学院

生懇談会が開催されている。 

学生団体数は平成21年６月現在で235団体が認定を受けており、学生団体の構成員をとりまとめた合計

人数は8,531人である。課外活動団体を取りまとめる文化系サークル連合会、体育会執行委員会、芸術系

サークル連合会の学生自治体（以下「３系」という。）の代表者と、学生担当副学長、学生生活支援室長、

同室員、３系顧問、事務部で構成する課外活動連絡会を置き、課外活動の発展や適正な援助のための審議、

意見交換、連絡を行っている。課外活動連絡会は、学期ごとに年３回開催されている。課外活動に対して

も、大学からリーダー育成、広報活動支援等のほか、活動スペースや活動資金（平成 21 年度実績 19,039

千円）の支援が行われている。 

これらのことから、学生のサークル活動や自治活動等の課外活動が円滑に行われるよう支援が適切に行

われていると判断する。 

 

７－３－① 生活支援等に関する学生のニーズが適切に把握されており、健康、生活、進路、各種ハラスメント等に関す

る相談・助言体制が整備され、適切に行われているか。 

当該大学では、クラス制度により大学と学生との対話を図り、学生生活全般を通して学生を育てること

を教育理念の根幹に据えている。各クラス担任が担当クラスの学生に対し、日常における修学・その他学

生生活全般にわたり指導・助言を行っている。 

また、各教育組織においても組織長を中心に学生担当教員、クラス担任、卒業論文等の指導教員と連携

して、成績不振者、長期欠席者に対する対応を行っている。 

学群生については、クラス代表者と教職員で構成するクラス連絡会、大学院生については学生と教職員

とで構成する大学院生懇談会を開催し、修学環境及び学生生活全般の問題について、具体的な提言や意見

交換を行うことにより、学生の意見・要望を集約している。クラス連絡会及び大学院生懇談会において集

約された意見・要望については、学生生活支援室及び学生担当教員会議で検討され、教育担当及び学生担

当副学長の統括の下に逐次改善策が実施されている。例えば、安全面では学内の外灯の増設や路面の改善、

学生宿舎ではセキュリティの強化等といった対策がとられている。 

クラス担任制度に加え、当該大学の学生支援組織は、全学的な支援組織である学生生活支援室、キャリ
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ア支援室、及び専門的支援組織として、保健管理センター内の学生相談室、診療及び健康相談、留学生セ

ンター相談指導部門、障害学生支援室、ハラスメント相談窓口及びスチューデントプラザ内の総合相談窓

口により構築されている。 

これらの支援組織は、学生生活及び就職活動に関する総合的な学生支援を行うため、学生の動線に配慮

して当該大学の中央部に平成19年９月に設置されたスチューデントプラザを中心に連携・協力を行い、全

学を挙げた一体的な支援体制を構築している。 

平成21年度における学生相談利用の状況は、就職・キャリア相談が1,427件、就学、学生生活、あるい

は進路に係る相談は2,682件である。 

平成20年度文部科学省「新たな社会的ニーズに対応した学生支援プログラム（学生支援ＧＰ）」に採択

された「共創的コミュニティ形成による学生支援～学生・教職員が一体となった新たな自主的活動の創生

～」により、学生・教職員が一体となった自主的活動を展開するサポート組織を設置し、「つくばアクショ

ンプロジェクト」として学生の自主性と社会性の育成のため、また、充実した学生生活の実現のために展

開している。 

これらのことから、生活支援等に関する学生のニーズが適切に把握されており、健康等に関する相談・

助言体制が整備され、適切に行われていると判断する。 

 

７－３－② 特別な支援を行うことが必要と考えられる学生への生活支援等を適切に行うことのできる状況にあるか。ま

た、必要に応じて生活支援等が行われているか。 

留学生に対しては、学士課程は入学後２年間、大学院は１年間チューターを配置し、入学後の生活支援

を行っている。各学類には、留学生担当教員又は対応委員会を置き、留学生センターに相談部門を設置し

て、日本人教員のほか外国人教員のカウンセラーが対応している。また、学生宿舎は、入居を希望する者

は全員入居できるようにし、また、外国人留学生と日本人学生の混住方式を採用して、外国人留学生と日

本人学生が交流できるよう配慮している。 

障害のある学生に対しては、入学前及び入学時において学生・保護者、関係教育組織及び関係事務室の

三者で在学に当たっての学習・生活支援について打合せを行っている。学生からの要望に応じてピア・

チューターを配置し、年間100～1,000時間程度のそれぞれの障害に対応した生活支援を行っている。 

また、障害に応じた学生宿舎を準備し、学生の要望等を踏まえ、必要に応じて改修工事（リフト設置、

浴室・トイレの改修、スロープ設置）を行っている。 

これらのことから、特別な支援を行うことが必要と考えられる学生への生活支援等を適切に行うことの

できる状況にあり、また、必要に応じて生活支援等が行われていると判断する。 

 

７－３－③ 学生の経済面の援助が適切に行われているか。 

家計及び学力の基準を満たす者に対して入学料、授業料免除を実施している。入学料免除の平成 21 年

度実績は、学群14人、大学院177人であり、学群申請者の37.8％、大学院申請者の35.7％が採用されて

いる。また、授業料免除の平成21年度実績は、学群1,255人、大学院2,015人であり、申請者の68.0％

が採用されている。 

日本学生支援機構奨学金については、各学群・研究科を通して募集し、平成 21 年度においては学群生

の33.8％（3,389人）、博士前期課程相当の47.5％（1,713人）、博士後期課程相当の28.9％（520人）が

採用されている。 

また、毎年、90団体程度の地方公共団体・民間等奨学団体から募集があり、約150人が奨学金の給付を
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受けている。 

平成 21 年度に当該大学独自の奨学金制度「つくばスカラシップ」を創設し、安心して勉学に専念でき

る環境を整備するとともに、当該大学における国際化の一層の推進を図っている。平成21年度においては、

留学生支援奨学金を25人、短期海外研修支援奨学金を25人、緊急支援奨学金を15人に支給している。 

学生宿舎は60棟（定員4,124人）あり、全国でも最も大規模な施設を有している。当該大学の学生宿舎

の特色は、自律的な市民生活を体験する場として運営され、社会人としての自覚を学生生活から学び取る

ことが促されている点である。 

学内３か所の宿舎地区は学生の意向を取り入れながら利便性の向上を図っている。また、平成 17 年度

から静脈認証（暗証番号）方式セキュリティシステムを導入し、さらに全室有線ＬＡＮの敷設、地上デジ

タル放送対応アンテナの設置、障害のある学生に対する施設整備を行っている。 

平成22年４月１日現在における学生宿舎の入居率は、単身用81.2％、世帯用59.2％、全体で79.9％で

ある。すべての棟には、日本人学生と外国人留学生が入居する混住型としており、現在、外国人留学生は、

入居定員の26.6％に当たる1,101人が入居している。 

学生宿舎の改善に当たって、中長期的な計画の下に、早期に改修を必要とする学生宿舎を対象として５

年間を集中期間として設定し、平成21年度から改修に着手している。 

これらのことから、学生の経済面の援助、学生宿舎の貸与等が適切に行われていると判断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準７を満たしている。」と判断する。 

 

【優れた点】 

○ 平成 21 年度より独自の奨学金制度「つくばスカラシップ」を創設し、学生が安心して勉学に専念

できる環境を整備するとともに、国際化の一層の推進を図っている。 

○ 障害学生支援室では、ピア・チューター養成講座の開設、総合科目「共生キャンパスとボランティ

ア」の開設等により一般学生への啓発活動を行うとともに、障害学生支援室ウェブサイトにおいて、

当該大学の障害学生支援体制・状況について周知を図っている。また、日本学生支援機構が行う障害

学生修学支援ネットワークの拠点校として、他大学からの障害学生支援に対する相談を受けており、

当該大学のみならず、他大学の障害学生支援にも寄与している。 

○ 平成 20 年度文部科学省学生支援ＧＰに採択された「共創的コミュニティ形成による学生支援～学

生・教職員が一体となった新たな自主的活動の創生～」により、学生・教職員が一体となった自主的

活動を展開するサポート組織を設置し、「つくばアクションプロジェクト」として学生の自主性と社

会性の育成のため、また、充実した学生生活の実現のために展開している。 
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【評価結果】 

基準８を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

８－１－① 大学において編成された教育研究組織の運営及び教育課程の実現にふさわしい施設・設備が整備され、有効

に活用されているか。また、施設・設備のバリアフリー化への配慮がなされているか。 

校地面積は1,724,748㎡、校舎等の施設面積は489,015㎡であり、大学設置基準に定められた必要校地・

校舎面積以上が確保されている。 

また、夜間大学院等の授業を開講するため、東京都の大塚地区（平成 22 年６月現在、工事のため小日

向・神保町地区へ移転中）と秋葉原地区に東京キャンパスを設置している。 

また、校舎等施設として講義室293室、研究室1,591室、演習室106室、実験・実習室2,323室、情報

処理学習施設31室、語学学習施設９室を有しており、体育施設についても国立総合大学で唯一体育専門の

学群を有する筑波キャンパスには陸上競技場１面、サッカー場２面、ラグビー場１面、多目的グラウンド

１面、野球場１面、アーチェリー場１面、テニスコート５面、体育館７棟、プール１面、弓道場２面等、

多数の施設を有している。 

情報処理や語学学習施設として学術情報メディアセンター、外国語センターを備え、当該大学の外国人

留学生等に対し日本語等の教育及び修学・生活上の相談・指導を行う留学生センターも備えている。 
整備計画に関しては、施設の整備、維持管理や有効活用に係る基本方針を施設委員会において策定し、

毎年、学内予算の「重点及び戦略的経費（施設環境整備費）」において１億円を計上して、キャンパスの安

全・安心やアメニティの向上、研究環境の向上を図っている。耐震化については、耐震診断の結果に基づ

いてランクＡ（耐震指標（ＩＳ値）0.3以下）、ランクＢ（ＩＳ値0.3～ＩＳ値0.6）、ランクＣ（ＩＳ値0.6

以上）の３段階にランク付けし、緊急度が高いランクＡから順次耐震化改修を行うこととした「耐震化推

進方針」を平成19年12月に策定し、平成20年度は７事業（２ＣＤ、３Ｂ、中央図書館Ⅰ期、１Ｄ、体育Ａ、

４ＡⅠ期、工学系Ｆ）、平成21年度は５事業（中央図書館Ⅱ期、４ＡⅡ期、体育Ｂ、芸術学系、附属中高

等）を老朽化対応も含めて実施している。これにより緊急度の高いランクＡの建物は、すべて対策済となっ

ている。 

また、バリアフリー化については、屋外では点字ブロックやスロープ、屋内では車いす用昇降機や身障

者用トイレを整備し、学生宿舎には、リフト設置、浴室・トイレの改修、スロープを整備し、障害のある

学生の学習・生活に支障のないよう配慮している。 

これらのことから、大学において編成された教育研究組織の運営及び教育課程の実現にふさわしい施

設・設備が整備され、有効に活用されており、また、バリアフリー化への配慮がなされていると判断する。 

 

８－１－② 大学において編成された教育課程の遂行に必要なＩＣＴ環境が整備され、有効に活用されているか。 

基準８ 施設・設備 

８－１ 大学において編成された教育研究組織及び教育課程に対応した施設・設備が整備され、有効に

活用されていること。 

８－２ 大学において編成された教育研究組織及び教育課程に応じて、図書館が整備されており、図書、

学術雑誌、視聴覚資料その他の教育研究上必要な資料が系統的に収集、整理されていること。 
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当該大学では、学群１年次に行われる情報リテラシー教育に始まり、語学教育をはじめとする授業の実

施におけるＩＣＴの活用、専門分野におけるＩＣＴの利活用方法の教授、さらには情報科学等の情報その

ものに係わる専門的教育等、教育課程の様々な面においてＩＣＴが必要とされている。 

また、平成 19 年度に情報環境機構を設置し、学術情報メディアセンターと総務部情報化推進課をその

傘下に置き、全学的視点から、情報環境整備を進めている。 

・ 全学計算機システム 

教育課程の遂行に必要な情報環境を学生及び教員全員に統一的に提供するために設置され、学術情報

メディアセンターが中心となって運用している。「共通教育システム」と「専門教育システム」から構

成されている。 

共通教育システムは、大学内の図書館を含む16サテライト（28室）に合計957台の端末（Windows・

Linuxのデュアルブート方式）が配置され、コンピューターを利用した情報基礎教育、コンピューター

を用いた専門教育で利用されるとともに、大学院生を含め、授業外での学習、レポート作成等の授業に

関連した作業、電子メール等の基盤的な情報サービス等も提供している。サテライト室への入室は学生

証（ＩＣカード）により管理されている。また、統一認証システムの下、学生宿舎や講義室からも学内

ネットワークに個人のパソコンから接続が可能となり、学内の講義室や食堂等の公共性の高い場所にお

いては無線ＬＡＮによる接続も可能となっている。 

専門教育システムは、工学システム学類、社会工学類、情報科学類、情報メディア創成学類における

教育において専門的に利用され、その管理はこれらの教育組織ごとに行われている。専門教育システム

は、４サテライト（10室）に合計558台の端末が配置されている。 

・ ＣＡＬＬシステム 

外国語センターには語学教育のためのＣＡＬＬシステムが設置され、最新の語学教育が可能な端末

240台が６つの教室に配置されている。語学教育プログラムは、インターネットを通じて学生宿舎や学

外からもアクセス可能であり、自習環境の充実を図っている。 

・ e-learning環境 

e-learning は、平成19年度からの準備を経て、平成21年度から全学的にすべての学士課程及び大

学院課程の科目を対象として充実を図っている。学術情報メディアセンターには、ｅラーニング推進室

が設置され、教職員が配置されている。平成21年度の総合科目のデータベース整備等を手始めとし、

平成22年８月には学習管理システムがＷｅｂＣＴからMoodleに更新導入されている。 

これらの情報基盤設備の運用と情報セキュリティ管理は、全学の情報環境機構と研究科・学群等を単位

とする10の部局情報環境委員会が行っている。 

これらのことから、大学において編成された教育課程の遂行に必要なＩＣＴ環境が整備され、有効に活

用されていると判断する。 

 

８－１－③ 施設・設備の運用に関する方針が明確に規定され、大学の構成員（教職員及び学生）に周知されているか。

整備計画に関しては、施設の整備、維持管理や有効活用に係る基本方針を施設委員会において策定し、

毎年、学内予算の「重点及び戦略的経費（施設環境整備費）」において１億円を計上して、キャンパスの安

全・安心やアメニティの向上、研究環境の向上を図っている。 

学内の施設の効率的運用と有効活用を進めるとともに施設の維持管理を計画的に行うための資料とし

て、施設の利用状況等を毎年度とりまとめ、学内専用ウェブサイトに掲載して学内への周知に努めている。 

これらのことから、施設・設備の運用に関する方針が明確に規定され、大学の構成員（教職員及び学生）
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に周知されていると判断する。 

 

８－２－① 図書館が整備され、図書、学術雑誌、視聴覚資料その他の教育研究上必要な資料が系統的に収集、整理され

ており、有効に活用されているか。 

附属図書館として、筑波キャンパスに中央図書館（閲覧座席数 996 席）、体育・芸術図書館（347 席）、

図書館情報学図書館（227席）、医学図書館（349席）、東京キャンパスに大塚図書館（171席）の５つが整

備されている。 

附属図書館は、総合大学の図書館としてすべての分野の研究教育活動を支援する均衡のとれた蔵書構成

と豊かな蔵書を維持、発展させるため、「筑波大学附属図書館資料の収集について」、「新刊学術図書収集の

ための選書基準」、「学生希望図書採択基準」、「視聴覚資料の選定基準」等の基準及び「平成21年度以降の

筑波大学における電子ジャーナル等の整備方針」を定め、図書、雑誌、電子媒体等を系統的かつ計画的に

整備している。 

特に、教育用図書の収集に重点を置き、シラバス掲載図書については網羅的に収集するよう努めている。

また、ｅ－ｂｏｏｋの新規購入、電子ジャーナル・データベースの拡充、雑誌の一部購入タイトルの見直

しを随時行い、継続して提供している。 

蔵書は、平成22年５月１日現在、和書1,519,409冊、洋書1,003,176冊、視聴覚資料15,338点、学術

雑誌は、冊子28,962タイトル、有料契約による電子ジャーナル10,519タイトルが利用可能である。 

附属図書館が収集した貴重書、当該大学で生産された研究成果報告書、博士学位論文、紀要等の全文の

閲覧、蔵書検索、文献情報データベース、電子ジャーナル等を提供する電子図書館システムを全面的に更

新し、業務の効率化と利用者サービスの向上、電子図書館システム機能の高度化を実現させている。学生

希望図書のウェブサイト上での申込み受付、教員向けのｅ－ＤＤＳ（学内の図書館所蔵雑誌の文献複写電

子デリバリーサービス）の運用、図書搬送サービス申し込みの電子化等を行うとともに、附属図書館ウェ

ブサイトの改善等、図書館ポータル機能の向上に努め非来館型サービスの強化を図っている。 

利用状況は、平成 21 年度では入館者数延べ 101 万人を超えており、中央図書館では、１日平均 1,700

人を超える入館者数となっている。貸出冊数は、合計398,517冊、主な電子ジャーナルへの年間アクセス

数は約73万件であり、蔵書数、利用者数とも国内トップレベルである。また、新たな図書館の役割として、

つくばリポジトリ（Ｔｕｌｉｐｓ－Ｒ）等、大学の研究成果の発信に積極的に貢献し、国内外に向けても

研究の一助となる役割を果たしている。 

中央図書館は平成 20 年度から耐震改修工事を行っているが、改修に伴い、スタディスペースの新設、

コミュニケーションスペースの拡充、開放性を高め安心安全な利用者環境の整備等を行い、来館者の増加、

利用者満足度の向上を図っている。また、運動障害のある学生の利用環境を改善するために、車いす用机

を中央図書館に増設し、体育・芸術図書館及び医学図書館には新たに設置している。さらに、図書配架の

迅速なサービス体制を確保するため、つくば－東京間（中央図書館－大塚図書館）の搬送サービスを行っ

ている。 

附属図書館に研究開発室を置き、「知識創造型図書館の高度機能に関する検討」、「機関リポジトリの利

用価値向上と環境整備」等の研究開発活動を行い、先駆的図書館サービスの実現に向けた研究開発を継続

推進している。 

これらのことから、図書館が整備され、教育研究上必要な資料が系統的に収集、整理されており、有効

に活用されていると判断する。 
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以上の内容を総合し、「基準８を満たしている。」と判断する。 

 

【優れた点】 

○ 全学計算機システム等により、学生がすべてのキャンパスで原則 24 時間利用可能な共通のＩＣＴ

環境を提供し、学生の教育に役立てている。 
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【評価結果】 

基準９を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

９－１－① 教育の状況について、活動の実態を示すデータや資料を適切に収集し、蓄積しているか。 

教務関係の情報は、次の方法により収集、蓄積している。 

・ 教育の状況に関する基礎的なデータ（学籍関係、授業関係、成績関係、卒業・学位授与状況等）は、Ｔ

ＷＩＮＳに蓄積している。 

・ 学群の入学試験に関するデータは、教育推進部入試課及びアドミッションセンターにおいて、収集、

蓄積している。 

・ 大学院の入学試験に関するデータは、教育推進部教育企画課において、収集、蓄積している。 

・ 学群生及び大学院生の学籍、成績等教務関係のデータは、教育推進部教育企画課において、収集、

蓄積している。 

教育の活動等に関する収集・蓄積データ（統計）は、学群関係では、入学情報、在学情報、卒業・進路

情報、科目等履修生等のその他の情報を、大学院関係では、学群関係と同様のデータのほかに、奨学金受

給状況、大学院設置計画等を蓄積している。 

学群、大学院共通の調査に関しては、ＴＷＩＮＳの蓄積した開設授業科目データの分析調査、ＦＤ活動

報告書等のデータを蓄積している。 

これらのことから、教育の状況について、活動の実態を示すデータや資料を適切に収集し、蓄積してい

ると判断する。 

 

９－１－② 大学の構成員（教職員及び学生）の意見の聴取が行われており、教育の質の向上、改善に向けて具体的かつ

継続的に適切な形で活かされているか。 

教育担当及び学生担当の副学長の下に教育方法及び学生生活等の改善のための組織を置き、全学及び各

教育組織で教育の質の向上、改善に向けて取り組んでいる。 

全学的な組織としては、教育担当副学長の下に教育企画室及びＦＤ委員会並びに学生担当副学長の下に

学生生活支援室が置かれており、また、各教育組織においては、教員会議、カリキュラム委員会及び各教

育組織のＦＤ委員会等が置かれ、大学の構成員の意見聴取を行っている。 

特に学生からの意見聴取は、授業評価アンケート及びクラス連絡会等により行われており、これらの意

見聴取の結果は、全学的な意思決定会議等で周知を図り、自己点検・評価及びＦＤ活動において活用し、

改善に結び付けている。 

改善例としては、学群コア科目や大学院共通科目の開設、社会人のための博士後期課程早期修了プログ

ラム、デュアルディグリープログラムの導入、キャンパス内の教室の配置を記したキャンパスマップの作

基準９ 教育の質の向上及び改善のためのシステム 

９－１ 教育の状況について点検・評価し、その結果に基づいて改善・向上を図るための体制が整備さ

れ、取組が行われており、機能していること。 

９－２ 教員、教育支援者及び教育補助者に対する研修等、その資質の向上を図るための取組が適切に

行われていること。 
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成や、ＴＷＩＮＳを利用した健康診断書の自動証明書発行機による発行等が挙げられる。 

これらのことから、大学の構成員の意見の聴取が行われており、教育の質の向上、改善に向けて具体的

かつ継続的に適切な形で活かされていると判断する。 

 

９－１－③ 学外関係者の意見が、教育の質の向上、改善に向けて具体的かつ継続的に適切な形で活かされているか。 

全学的には、卒業（修了）生に対するアンケート、卒後 20 年を経た卒業生に対するアンケート及びＯ

Ｂ・ＯＧ懇談会の参加企業に対するステークホルダー調査（企業アンケート）等を実施している。調査結

果を踏まえて、要望の多かった「コミュニケーション能力の養成」について、教育課程の改善、見直しの

中で、学士課程においては「英語上級（英語プレゼンテーション演習）」、大学院課程においては「国際イ

ンターンシップ」等の科目を新たに開設している。 

また、各教育組織においては、学外講師の招聘やアドバイザリー・ボードの設置等により学外関係者の

意見を聴取しており、これらは、自己点検・評価及びＦＤ活動等において活用し、「数学序論」や「工学の

ための復習数学演習」等の授業科目の開設（理工学群工学システム学類）や、「ケア・コロキウム（チーム

ワーク演習）」への映像シナリオの導入（医学群医学類）等、教育の質の向上、改善に結び付けている。 

これらのことから、学外関係者の意見が教育の質の向上、改善に向けて具体的かつ継続的に適切な形で

活かされていると判断する。 

 

９－１－④ 個々の教員は、評価結果に基づいて、それぞれの質の向上を図るとともに、授業内容、教材、教授技術等の

継続的改善を行っているか。 

学士課程においては、学群共通科目に対してＴＷＩＮＳによるオンライン入力やマークシートを用いて、

主に各学期末に授業評価を行っている。学群専門科目及び大学院課程における開設科目については、各学

群・学類、研究科・専攻単位でそれぞれの実情に応じて授業評価アンケートを行っている。 

アンケート結果は、学群・学類においては、クラス連絡会等を通じて、大学院においては、大学院生懇

談会等を通じて、授業評価と授業内容、授業の方法等について、学生と教員間で充分に意見交換を行い、

授業内容等の改善に努めている。 

これらのことから、個々の教員は、評価結果に基づいて、それぞれの質の向上を図るとともに、継続的

改善を行っていると判断する。 

 

９－２－① ファカルティ・ディベロップメントが、適切な方法で実施され、組織として教育の質の向上や授業の改善に

結び付いているか。 

教育担当副学長の下に全学的組織であるＦＤ委員会を置き、教育方法等の改善のための取組を強化し、

教職員・学生参加の総合科目ＦＤ研修会、共通科目に係る授業評価アンケート、役職者対象のＦＤ研修会

等を行っている。 

また、ＦＤ活動の基本概念、概要、実施に関する基本的項目、点検、報告・公表等といった内容を含む

「筑波大学ファカルティ・ディベロップメントの実施要項」を定め、ＰＤＣＡサイクルの実質化を図って

いる。 

各教育組織においては、それぞれＦＤ委員会等を置き、教育方法等の改善のために授業評価アンケート

等の取組を行うとともに、ＦＤ活動等の情報の共有化を図るため、ＦＤ担当教員のメール登録等による全

学と各教育組織の連携体制を構築している。 
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これらのことから、ＦＤ活動が、適切な方法で実施され、組織として教育の質の向上や授業の改善に結

び付いていると判断する。 

 

９－２－② 教育支援者や教育補助者に対し、教育活動の質の向上を図るための研修等、その資質の向上を図るための取

組が適切に行われているか。 

大学教育におけるきめ細かい指導を実現し、大学教育研究の充実及び将来教員・研究者になるための指

導者としてのトレーニングの機会を提供するために、多数のＴＡを雇用している。 

ＴＡの実施に当たっては、「国立大学法人筑波大学ティーチング・アシスタントの取扱いについて」を

学長決定により定め、各研究科がＴＡ制度の実施に関する取扱いを定め、オリエンテーション等（学生

がＴＡとしての業務を始める前に、開設組織の課程の目的・役割に基づいた教育に沿ったＴＡの在り方（心

構えを含む）について、適切な指導を行う。）を実施している。 

具体的な研修プログラムとしては、ティーチング・アシスタント研修プログラムや大学院共通科目「教

育・研究指導Ⅲ（職業としての大学教育の履修）」を実施するとともに、一部研究科においては独自の研修

プログラム等を実施している。 

これらのことから、教育支援者や教育補助者に対し、その資質の向上を図るための取組が適切に行われ

ていると判断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準９を満たしている。」と判断する。 
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【評価結果】 

基準10を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

10－１－① 大学の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行できる資産を有しているか。また、債務が過大ではないか。

平成21年度末現在、当該大学の設置者である国立大学法人の資産は、固定資産343,473,604千円、流動

資産26,542,926千円であり、資産合計370,016,530千円である。当該大学の教育研究活動を安定して遂行

するために必要な校地、校舎、設備、図書等の資産を有している。 

負債については、固定負債 68,105,948 千円、流動負債 27,000,762 千円であり、負債合計 95,106,710

千円である。これらの負債のうち、文部科学大臣認可の長期借入金45,871,118千円については、文部科学

大臣から認可された償還計画どおり附属病院収入及び運営費交付金から返済している。その他の負債につ

いては、国立大学法人会計基準固有の会計処理により、負債の部に計上されているものであり、そのほと

んどが実質的に返済を要しないものとなっている。 

これらのことから、教育研究活動を安定して遂行できる資産を有しており、債務が過大ではないと判断

する。 

 

10－１－② 大学の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行するための、経常的収入が継続的に確保されているか。 

当該大学の経常的収入としては、国から措置される運営費交付金、学生納付金、附属病院収入、外部資

金等で構成している。 

平成 17 年度からの５年間における状況から、学生納付金収入及び附属病院収入は安定して確保してい

る。 

また、産学連携等研究収入や寄附金収入等の外部資金についても安定した確保に努めている。 

さらに、当該大学では、外部資金の獲得に関して、より大型の研究種目の獲得のための「ステップ・アッ

プ支援制度」を実施し、組織的に取組を強化している。 

これらのことから、教育研究活動を安定して遂行するための、経常的収入が継続的に確保されていると

判断する。 

 

10－２－① 大学の目的を達成するための活動の財務上の基礎として、適切な収支に係る計画等が策定され、関係者に明

示されているか。 

当該大学の収支計画については、平成 22～27 年度までの６年間に係る予算、収支計画及び資金計画が

中期計画の一部として、また、各年度に係る予算、収支計画及び資金計画が年度計画の一部として、国立

大学法人法に従い策定され、教育研究評議会、経営協議会及び役員会の議を経て、学長が決定している。 

基準10 財務 

10－１ 大学の目的を達成するために、教育研究活動を将来にわたって適切かつ安定して遂行できるだ

けの財務基盤を有していること。 

10－２ 大学の目的を達成するための活動の財務上の基礎として、適切な収支に係る計画等が策定さ

れ、履行されていること。 

10－３ 大学の財務に係る監査等が適正に実施されていること。 
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また、これらの収支計画等は、当該大学のウェブサイトで公表している。 

これらのことから、適切な収支に係る計画等が策定され、関係者に明示されていると判断する。 

 

10－２－② 収支の状況において、過大な支出超過となっていないか。 

平成21年度末現在、当該大学の収支状況は、損益計算書における経常費用75,518,349千円、経常収益

77,161,876千円、経常利益1,643,526千円、当期総利益は4,218,509千円であり、貸借対照表における利

益剰余金8,520,014千円となっている。 

なお、短期借入金はない。 

これらのことから、収支の状況において、支出超過となっていないと判断する。 

 

10－２－③ 大学の目的を達成するため、教育研究活動（必要な施設・設備の整備を含む。）に対し、適切な資源配分がな

されているか。 

当該大学の予算配分に当たっては、予算編成方針を経営協議会及び役員会の議を経て学長が決定し、教

育研究経費として、教育研究基盤経費及び学生教育経費の配分を行っている。さらに、重点及び戦略的経

費として教育設備の整備等の推進及び重点的な研究支援の強化のための経費を配分している。 

これらのことから、教育研究活動に対し、適切な資源配分がなされていると判断する。 

 

10－３－① 大学を設置する法人の財務諸表等が適切な形で公表されているか。 

国立大学法人法等関係法令に基づき、財務諸表並びに事業報告書、決算報告書並びに監事及び会計監査

人の意見を記載した書面を、事務所に備えて置き、一般の閲覧に供している。 

また、財務諸表について文部科学大臣の承認を受けた後、財務諸表等を官報に公告し、当該大学のウェ

ブサイトで公表している。 

さらに、平成 19 年度より財務状況・運営状況についてわかりやすく解説した「財務レポート」を作成

し、当該大学のウェブサイトで公表している。 

これらのことから、財務諸表等が適切な形で公表されていると判断する。 

 

10－３－② 財務に対して、会計監査等が適正に行われているか。 

財務に関する会計監査については、監事の監査、会計監査人の監査及び内部監査を行っている。 

監事の監査については、監事監査要綱に基づき、監査計画を策定して業務監査及び財務に関する監査を

実施している。 

会計監査人の監査については、文部科学大臣が選任した会計監査人により実施している。 

内部監査については、学長直属の独立性を有する監査室が、内部監査規則に基づき、内部監査計画を策

定し、実施している。 

また、それぞれの監査結果は、学長及び理事に報告されるとともに、定期的に意見交換の場を設けてお

り、連携体制の強化を図っている。 

これらのことから、財務に対して、会計監査等が適正に行われていると判断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準10を満たしている。」と判断する。 
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【評価結果】 

基準11を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

11－１－① 管理運営のための組織及び事務組織が、大学の目的の達成に向けて支援するという任務を果たす上で、適切

な規模と機能を持っているか。また、危機管理等に係る体制が整備されているか。 

当該大学は、国立大学法人法に基づき、役員会、経営協議会及び教育研究評議会を設置し、大学運営に

関わる重要事項を審議している。また、事務組織は、本部に４室及び７部（26 課・室等）、部局において

は、附属図書館に２課、附属病院に４課・室、附属学校教育局に２課及び博士課程を持つ研究科に９支援

室を置いている。 

さらに、業務運営を行うための特別な組織として、本部に研究戦略室、産学連携本部、研究戦略イニシ

アティブ推進機構等、16の機構・室等を置き、大学の戦略を明確に定めて運営している。 

監査室において、年度当初の内部監査計画に基づき内部監査を実施しており、教育研究費の管理監査に

ついても、実施方針、実行計画、行動規範等を定め、監査体制を整えている。 

また、危機管理等に係る体制については、緊急連絡網を整備し、研究倫理や安全管理面からの取組につ

いては、諸規程を整備している。 

安全衛生管理体制について、各事業場に安全衛生委員会を設置し、職場巡視の実施により安全管理の改

善を図っている。 

これらのことから、管理運営のための組織及び事務組織が適切な規模と機能を持っており、また、危機

管理等に係る体制が整備されていると判断する。 

 

11－１－② 大学の目的を達成するために、学長のリーダーシップの下で、効果的な意思決定が行える組織形態となって

いるか。 

当該大学は、「国立大学法人筑波大学の組織及び運営の基本に関する規則」を定め、それに則り学長が

理事を任命している。 

学長のリーダーシップの下に、毎週定例として学長副学長懇談会や運営会議を開催し、法定会議ごとの

議題の振分けや効果的な意思決定を行うために必要な調整を図り、その上で、教育研究評議会及び経営協

議会において重要な審議項目について審議し、役員会で決定し業務を遂行している。学長は役員会を主宰

し、中期目標や予算、組織の改廃等の重要事項について審議を行っている。経営協議会は学長、理事、学

長特別補佐等により構成され、経営に関する事項について審議を行うため、随時開催されている。教育研

究評議会は学長、理事及び研究科長、学群長、附属図書館長等の部局長により構成され、教育研究に関す

基準11 管理運営 

11－１ 大学の目的を達成するために必要な管理運営体制及び事務組織が整備され、機能しているこ

と。 

11－２ 管理運営に関する方針が明確に定められ、それらに基づく規程が整備され、各構成員の責務と

権限が明確に示されていること。 

11－３ 大学の目的を達成するために、大学の活動の総合的な状況に関する自己点検・評価が行われ、

その結果が公表されていること。 
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る事項について審議を行うため、毎月１回開催されている。 

学長から任命された理事及び副学長は、業務を分担の上、個々の所掌事項について処理し、全学の運営・

業務に関する重要な委員会の委員長を務め、その状況を役員会において報告している。 

これらのことから、学長のリーダーシップの下で、効果的な意思決定が行える組織形態となっていると

判断する。 

 

11－１－③ 大学の構成員（教職員及び学生）、その他学外関係者のニーズを把握し、適切な形で管理運営に反映されてい

るか。 

平成 21 年度より、各部局における教育研究の質の向上及び運営の改善に向けた目標・課題認識の共有

等を図るため、部局と学長等との部局運営懇談会を実施している。また、教員の本部又は部局への要望事

項等については、大学教員業績評価実施時に教員が提出する「大学教員業績自己点検・評価票」を通じて

把握できるようにしている。 

学生のニーズについては、学生生活等に関する実態調査等を実施し、これまで蓄積されたデータを基に、

学生の要望や不満についての分析を行い、学生支援を行っている。平成21年４月には、予約待ちを余儀な

くされていた学生相談（保健管理センター学生相談室）とは別に、週４日、随時対応する総合相談窓口を

スチューデントプラザ内に開設し対応している。 

このほか、経営協議会においては学外委員の意見聴取に努め、学生（特に博士後期課程在学生）への経

済的支援を充実させるべきとの提案を受け、学生支援特別経費を新設し、経済支援に取り組んでいる。 

これらのことから、大学の構成員、その他学外関係者のニーズを把握し、適切な形で管理運営に反映さ

れていると判断する。 

 

11－１－④ 監事が置かれている場合には、監事が適切な役割を果たしているか。 

監事は、年度当初に監査計画を策定し、監事監査要綱に基づき、各部局との対話を通じた実地監査等に

よる業務監査と財務に関する監査を実施している。 

業務監査について、平成 20 年度は、教育研究施設（センター）の実地監査を実施するとともに、専攻

長との懇談会を開催し、情報の共有化及び意見・要望等の集約を図っている。平成 21 年度は、平成 18～

19年度に実施した学群・学類の教育組織に対し、部局長以下の教職員との対話を通じて提言内容等の改善

状況を把握し、監査のフォローアップを行っている。そのほか、毎年度、担当理事との面談を含む本部事

務組織別の監査を実施し、業務の効率性等についての監査を行っている。監事の行う監査の補助及び法人

の内部監査の実施を行う監査室においては、学外の者を室長として採用し、監査の独立性を担保している。 

財務に関する監査は、会計監査人による監査の方法と結果報告の説明を受け、当該監査の適正性等を確

認するとともに、監査室が主体となって実施する会計内部監査の結果報告を受け内部統制の有効性等につ

いて検証している。 

また、これらの監査と並行して、役員会その他重要な会議に出席し経営に対する意見・助言を行うとと

もに、定期的に学長・副学長との意見交換を行っている。 

最終的には、当該年度ごとに業務監査報告書を作成し、法定会議に報告するとともに、学内専用ウェブ

サイトに掲載している。 

これらのことから、監事が適切な役割を果たしていると判断する。 
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11－１－⑤ 管理運営のための組織及び事務組織が十分に任務を果たすことができるよう、研修等、管理運営に関わる職

員の資質の向上のための取組が組織的に行われているか。 

職員一人一人が大学全体の目標等との連動性を保ちつつ、主体的に担当している業務の目標を明確に意

識し、効果的に業務を遂行するための管理手法として目標管理システムを導入している。職員は自ら設定

した目標や課題に対して、その達成状況や達成するまでの職務行動について、自己評価を実施するととも

に、評価者があらかじめ示した評価基準により評価している。目標管理システムを効果的に運用するため

に、評価者に指名した課長以上の職員に対して、所属職員との面談や評価の方法、手法の習得と管理者と

しての資質の向上を目的に評価者研修を行っている。 

また、主任、係長及び課長補佐に昇任した職員に対し、能力開発・部下育成の観点から大学運営に必要

な基礎知識を中心とした講義と合わせて、講義・グループワーク方式による「ロジカルシンキング」手法

の習得や、マネジメント、労務管理等のテーマを組み込んだ研修を実施し、意識改革と資質向上に注力し

ている。さらに、英語研修等の学内研修の実施とともに、国立大学協会の実施するマネジメントセミナー、

人事院の研修等、学外の研修に平成21年度は31人を派遣し、法人職員としてふさわしい資質の向上に努

めている。 

これらのことから、管理運営に関わる職員の資質の向上のための取組が組織的に行われていると判断す

る。 

 

11－２－① 管理運営に関する方針が明確に定められ、その方針に基づき、学内の諸規程が整備されるとともに、管理運

営に関わる委員や役員の選考、採用に関する規程や方針、及び各構成員の責務と権限が文書として明確に示さ

れているか。 

「建学の理念」に則り、経営協議会規則、教育研究評議会規則、組織及び運営の基本に関する規則、組

織及び運営の基本に関する規則施行規程等の大学の組織及び運営の基本に関する諸規則等を定め、学長を

はじめとする法人役員、経営協議会委員、教育研究評議会委員及び教育研究組織の長等について、選考・

採用の方法、責務及び権限を明示している。 

このことから、管理運営に関する方針が明確に定められ、その方針に基づき、学内の諸規程が整備され

るとともに、管理運営に関わる委員や役員の選考、採用に関する規程や方針、及び各構成員の責務と権限

が文書として明確に示されていると判断する。 

 

11－２－② 大学の活動状況に関するデータや情報が適切に収集、蓄積されているとともに、教職員が必要に応じて活用

できる状況にあるか。 

大学の活動状況は、データベース機能を持つ電子システムの活用により管理されている。教育の状況に

ついては、ＴＷＩＮＳに学籍、成績、卒業・学位授与状況等が教員、事務担当者の業務の過程で蓄積され

ている。研究の情報については、筑波大学研究者情報システム（ＴＲＩＯＳ）に各教員が自らの研究課題、

論文・著書、知的財産、講演実績等を登録し、附属図書館ではつくばリポジトリ（Ｔｕｌｉｐｓ－Ｒ）に

教員の著書情報を収集・蓄積し、ウェブサイトにより学内外に発信している。また、業務支援システムと

して人事事務情報システム（ＰＥＲＳＯＮ）、財務会計情報システム（ＦＡＩＲ）があり、必要に応じて、

データを抽出し統計資料等の作成に役立てている。 

また、学内専用ウェブサイトには諸会議情報（資料）、中期目標・中期計画、年次報告書及び学内規程

等がそれぞれの担当者により掲載され、大学の構成員がいつでもアクセスできるようにしている。 
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これらのことから、大学の活動状況に関するデータや情報が適切に収集、蓄積されているとともに、教

職員が必要に応じて活用できる状況にあると判断する。 

 

11－３－① 大学の活動の総合的な状況について、根拠となる資料やデータ等に基づいて、自己点検・評価が行われてお

り、その結果が大学内及び社会に対して広く公開されているか。 

「建学の理念」として、「公開・学際・責任」を３つの柱とすることから、開学以来、自己点検・評価

に基づく『筑波大学年次報告書』の作成及び公開を継続実施している。 

平成 16 年度の法人化以降は、それまでの自己点検・評価に加え、年度当初に各組織が中期計画、年度

計画を踏まえた重点施策、改善目標等を設定し、年度終了後にその点検・評価の結果と次年度以降の課題

をまとめる「年度重点施策方式」が中期計画の実行管理に連動させた評価システムとして定着している。 

これらの活動実績や自己点検・評価結果は、それらの根拠となる資料・データとともに『筑波大学年次

報告書』として取りまとめ、外部の関係機関に送付するとともに、ウェブサイトに掲載することにより学

内外に公表している。 

これらのことから、大学の活動の総合的な状況について、根拠となる資料やデータ等に基づいて、自己

点検・評価が行われており、その結果が大学内及び社会に対して広く公開されていると判断する。 

 

11－３－② 自己点検・評価の結果について、外部者（当該大学の教職員以外の者）による検証が実施されているか。 

中期目標・中期計画に係る各年度の業務については、「年度重点施策方式」により本部及び各組織の活

動状況を自己点検・評価するとともに、それに基づき業務実績報告書を作成し、国立大学法人評価委員会

による評価を受けている。なお、各事業年度の業務実績報告書の作成に際しては、経営協議会に諮り学外

委員の意見を聴取している。 

また、平成 20 年度には経営系専門職大学院（ビジネス科学研究科国際経営プロフェッショナル専攻）

が、平成21年度には法科大学院（ビジネス科学研究科法曹専攻）がそれぞれ認証評価を受審している。 

これらのことから、自己点検・評価の結果について、外部者による検証が実施されていると判断する。 

 

11－３－③ 評価結果がフィードバックされ、管理運営の改善のための取組が行われているか。 

各年度の自己点検・評価においては、年度当初に中期計画・年度計画に掲げた施策を中心に重点施策を

定め、年度終了後にその実施状況の検証と課題の洗い出しを行い、各組織における次年度以降の運営改善

に活用している。 

また、国立大学法人評価委員会による業務実績評価において指摘された事項について、教育研究評議会

及び経営協議会等学内諸会議に報告し、改善を行っている。 

これらのことから、評価結果がフィードバックされ、管理運営の改善のための取組が行われていると判

断する。 

 

11－３－④ 大学における教育研究活動の状況や、その活動の成果に関する情報をわかりやすく社会に発信しているか。

ウェブサイトで、大学案内、学群・大学院・学内組織、入試情報、教育・学生生活、研究・産学連携、

社会貢献・生涯学習、国際交流・留学に関する情報を掲載し、大学における教育研究活動の状況・成果に

関する情報を発信している。その際、利用者別に索引を設定して、閲覧者の利便性を高める工夫をすると

ともに、英語はもとより、中国語と韓国語による情報発信を行い、当該大学の国際化や文部科学省グロー
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バル30等に対応している。 

また、研究の情報については、ＴＲＩＯＳに各教員が自らの研究課題、論文・著書、知的財産、講演実

績等を登録し、附属図書館ではＴｕｌｉｐｓ－Ｒに教員の著書情報を収集・蓄積し、ウェブサイトにより

学内外に発信している。 

また、印刷物として当該大学の概要、活動状況等について記載した大学概要を毎年度作成し、文部科学

省、全国国立大学法人、筑波研究学園都市各研究機関や来訪者に配布している。 

さらに、役員会（月１回開催）終了後には、毎月定例記者会見を開催し、当該大学の活動状況に関する

近々の話題を提供するとともに、臨時の記者会見を随時開催し、マスコミを通じた積極的な情報発信に努

めている。また、海外の著名な科学雑誌等に当該大学教員の研究成果が掲載される際には、記者説明会を

開催しその内容を具体的に公表している。 

これらのことから、大学における教育研究活動の状況や、その活動の成果に関する情報をわかりやすく

社会に発信していると判断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準11を満たしている。」と判断する。 

 

【優れた点】 

○ 監事の行う監査の補助及び法人の内部監査の実施を行う監査室においては、学外の者を室長として

採用し、監査の独立性を担保している。 
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ⅰ 現況及び特徴（対象大学から提出された自己評価書から転載） 

 

１ 現況  

（１）大学名  筑波大学 

（２）所在地  茨城県つくば市 

（３）学部等の構成 

   学群：人文・文化学群，社会・国際学群，人間学

群，生命環境学群，理工学群，情報学群，医

学群，体育専門学群，芸術専門学群 

   研究科：（博士課程）人文社会科学研究科，ビジ

ネス科学研究科，数理物質科学研究科，システ

ム情報工学研究科，生命環境科学研究科，人間

総合科学研究科，図書館情報メディア研究科，

（修士課程）教育研究科 

       関連施設：計算科学研究センター，下田臨海実験

センター，遺伝子実験センター，プラズマ研

究センター，先端学際領域研究センター，外

国語センター，体育センター，農林技術セン

ター，陸域環境研究センター，生命科学動物

資源センター，菅平高原実験センター，留学

生センター，大学研究センター，陽子線医学

利用研究センター，アドミッションセンター，

産学リエゾン共同研究センター，教育開発国

際協力研究センター，知的コミュニティ基盤

研究センター，学際物質科学研究センター，

特別支援教育研究センター，北アフリカ研究

センター，学術情報メディアセンター，研究

基盤総合センター，アイソトープ総合センタ

ー，次世代医療研究開発・教育統合センター，

保健管理センター，附属図書館，附属病院，

附属学校（11校），理療科教員養成施設 

 

（４）学生数及び教員数（平成22年５月１日現在） 

 学生数：学群10,051人，大学院6,777人 

   専任教員数：1,703人 

   助手数：1人 

２ 特徴 

筑波大学は，東京教育大学を前身とするが，従来

の制度に捉われない新しい構想に基づく大学として，

昭和48年10月に開学した。その特色は「開かれた大

学」，「教育と研究の新しい仕組み」，「新しい大学

自治」であり，開学以来，教育研究と大学運営の全般

にわたって数々の先駆的な試みを実施し，大学改革の

先導的役割を果たしてきた。さらに，本学は筑波研究

学園都市の中心に位置するという特色を持ち，その活

動の中核を担っている。本学は，国内外の教育研究機

関及び社会との連携・交流を深めながら，先端的・独

創的な知の創出と個性輝く人材の育成を通じて世界に

貢献すべく，教育研究の高度化，大学の個性化，大学

運営の活性化など，活力に富み，国際競争力ある大学

づくりに取り組んでいる。 

本学は，人文・社会・理学・工学・農学・医学と

いう広範な学問分野に加えて，体育と芸術，さらに

図書館情報という特色ある分野を有している。  

学士課程においては，学生の幅広い興味・関心に

応えることのできる，柔軟で自由度の大きい学群・

学類システムにより，広い視野と柔軟な思考力を持

った人材を育成している。大学院課程においては，

各分野における専門性の深化とともに，既存の分野

に捉われない学際的な教育を重視するとともに，筑

波研究学園都市の研究機関と連携した「連携大学院

方式」や，社会人を主な対象とした夜間大学院（専

門職学位課程を含む）を開設している。 

研究面では，本学が有する幅広い学問分野におい

て，世界的な卓越性を追求するとともに，分野を超

えた柔軟な連携と融合による学際的研究の展開に成

果を上げている。また，産学官連携を推進し，共同

研究の実施や研究成果の移転・活用を積極的に進め，

大学発ベンチャーの創出実績は全国トップレベルで

あり，世界的に注目を集める企業も現れている。 

また，世界各国から全国有数規模の外国人留学生

を受け入れ，障害学生支援にも先進的に取り組んで

いる。このような取組みを更に推進すべく，学生宿

舎のリニューアル等きめ細かな学生支援策を講じて

いる。 

本学は，国立大学法人の仕組みを最大限に生かして，

運営基盤の強化を図り，国際化を強力に推進しつつ，

本学の個性・特色を一層明確にすることにより，国内

において独自性を有し，世界において存在感のある総

合大学として発展することを目指している。
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ⅱ 目的（対象大学から提出された自己評価書から転載） 

 

  筑波大学は，東京教育大学の移転を契機に，そのよき伝統と特色を生かしながらも，大学に対する内外から

の様々な要請に応えるため，我が国で初めて抜本的な大学改革を行い，昭和 48 年 10 月に「開かれた大学」，

「教育と研究の新しい仕組み」，「新しい大学自治」を特色として開学した。本学の目的とするところは，開

学後 5 年間の経験を踏まえてまとめられた次の【建学の理念】に明確に表明されている。 

 【建学の理念】 

筑波大学は，基礎及び応用諸科学について，国内外の教育・研究機関及び社会との自由，かつ，緊密なる交

流連係を深め，学際的な協力の実をあげながら，教育・研究を行い，もって創造的な知性と豊かな人間性を備

えた人材を育成するとともに，学術文化の進展に寄与することを目的とする。 

従来の大学は，ややもすれば狭い専門領域に閉じこもり，教育・研究の両面にわたって停滞し，固定化を招

き，現実の社会からも遊離しがちであった。本学は，この点を反省し，あらゆる意味において，国内的にも国

際的にも開かれた大学であることを基本的性格とする。 

そのために本学は，変動する現代社会に不断に対応しつつ，国際性豊かにして，かつ，多様性と柔軟性とを

持った新しい教育・研究の機能及び運営の組織を開発する。更に，これらの諸活動を実施する責任ある管理体

制を確立する。 

 

本学は，この建学の理念を踏まえ，大学改革の先導的役割を果たしつつ，教育研究の高度化，大学の個性化，

大学運営の活性化など，活力に富み，国際競争力のある大学づくりを推進している。平成 16 年の法人化後は，

国立大学法人としての業務を中期目標・中期計画として定め活動しているが，平成 22 年度に始まる第二期中

期目標期間においては，【建学の理念】を踏まえ，以下の基本的な目標を掲げている。 

【第二期中期目標（前文）大学の基本的な目標】 

筑波大学は，あらゆる面で｢開かれた大学｣となることを目指し，固定観念に捉われない｢柔軟な教育研究組

織｣と次代の求める｢新しい大学の仕組み｣を率先して実現することを基本理念とし，我が国における大学改革

を先導する役割を担っている。人類社会の調和の取れた発展の鍵を担う知の拠点として，大学にさらに大きな

社会的役割が求められるなか，筑波大学は，知の全ての分野において幅広い教育研究活動を展開することが可

能な総合大学として，個性と自立を基軸とし，世界が直面する問題の解決に主体的に貢献する人材の創出を目

指した教育研究を充実・強化すべく，以下の目標を掲げる。 

１．自然と人間，社会と文化に係る幅広い学問分野において，深い専門性を追求すると同時に，既存の学

問分野を越えた協同を必要とする領域の開拓に積極的に取り組み，国際的に卓越した研究を実現する。 

２．高度で先進的な研究に裏打ちされた学士課程から博士課程までの教育を通じて学生の個性と能力を開

花させ，豊かな人間性と創造的な知力を蓄え，自立して国際的に活躍できる人材を育成する。 

３．科学技術研究機関が集積する筑波研究学園都市の中核として，教育研究諸機関および産業界との連携

に積極的に取り組み，自らの教育研究機能の充実･強化を図るとともに，広く社会の発展に貢献する。 

４．アジアをはじめ世界の国々や地域に開かれた大学として，国際的通用性のある教育研究活動の展開と

連携交流に積極的に取り組み，国際的な信頼性と発信力を有する大学を実現する。 

５．教員と職員のそれぞれが個性と多様な能力を発揮しつつ協働することにより，次代における大学のあ

り方を追求し，新しい仕組みを実現するための大学改革を先導する。 
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ⅲ 自己評価の概要（対象大学から提出された自己評価書から転載） 

 

基準１ 大学の目的 

本学の目的は，「建学の理念」として明示している。その理念の下に，各学群・学類及び各研究科・専攻は人

材の養成に関する目的及びその他教育研究上の目的等を定めている。 

これら本学の教育研究活動の目的は，大学設置の目的に鑑み，学術の中心として，広く知識を授けるととも

に，深く専門の学芸を教授研究し，知的，道徳的及び応用的能力を展開させることに対応していることから，

学校教育法第 83 条の定めに外れるものではなく，また，大学院の目的も同法第 99 条の定めに対応している。 

特に，学士課程における教育の目標とその達成方法及び教育内容の改善の方策を含む教育の枠組みは『筑波

スタンダード』として広く社会に公表している。 

また，上記の目的等は，すべて大学ホームページに掲載するとともに，各種刊行物を学内外に配布すること

により，学内の構成員への周知や社会への公表を行っている。 

 

基準２ 教育研究組織（実施体制） 

本学の教育研究組織ついて，学士課程は，広い視野，豊かな人間性及び確かな学力を備えた人材を育成する

ため，幅広い学問領域からなる７学群 23 学類と２専門学群で構成しており，大学院課程は，深い専門性に裏付

けられた高い研究能力と幅広い学識を兼ね備えた研究者及びグローバルな視野と専門的実務能力を併せ持つ高

度専門職業人を育成するため，相互に関係する科学の領域を広域的に融合させた博士課程７研究科 85 専攻と修

士課程 1 研究科３専攻で構成している。また，教育研究に必要な施設として共同利用・共同研究施設（４セン

ター），学内共同教育研究施設（22 センター），附属病院及び附属学校（11 校）を設置している。 

学士課程の教養教育は，基礎科目として開設する「共通科目」と「関連科目」がその役割を担っており，教

養教育機構が，その基本的方針に関する企画立案及び実施の総括等を行っている。また，大学院課程の教養教

育は，平成 20 年度から先導的取組みとして，幅広く深い学識のもと広い視野で多方面から物事を考える力と，

高い研究倫理と研究成果の積極的な普及活動への理解を身に付けた，バランスのとれた研究者・高度専門職業

人への必要な教育を行うこと等を目的とした「大学院共通科目」を開設し，大学院共通科目委員会が企画し，

各研究科・専攻が運営を行っている。 

教育活動に係る重要事項，教育課程及び教育方法等は，全学的には教育研究評議会の下に学群教育会議及び

大学院教育会議を設置し，定期的に審議及び連絡調整を行っている。また，各教育組織においては，教授会に

相当する組織として学群運営会議及び研究科教員会議等を設置し，教育活動に係る重要事項を審議するととも

に，カリキュラム委員会等の組織を設置するなど，それぞれの特性を踏まえて定期的に教育課程及び教育方法

等を審議している。 

 

基準３ 教員及び教育支援者 

開学時には，教育組織と教員の所属する組織である学系を分離する編制をとっていたが，平成 16 年の法人化

以降，全ての教員は原則的に博士課程研究科に所属する編制とし，各研究科は，関係する学群との連携に責任

を負い，学系は関係組織の要請に基づき，教員審査や評価，企画提言等を提供する組織とした。 

本学の教員組織は，開学当初，教授・助教授・講師を基本としたが，平成 19 年度に教授・准教授・助教体制

への移行が決定された。教授・准教授・助教は独立した教員として教育研究活動に当たり，各教育組織におけ

る教員会議等が，組織的な役割分担と連携を行う責任機関として機能している。 

学士課程及び大学院課程における教員の配置状況は，それぞれの設置基準に適合し，教育に必要な教員数を

配置している。 
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教員の公募制を積極的に進め，准教授以上の採用にあっては 82.8％に達している。また，教員の流動性と若

手教員の活性化を目的とするテニュア・トラック制や任期制を導入するとともに，民間企業等と共同して事業

を行うため，企業等から派遣される者を産学連携教員として受け入れる制度を導入し，教員組織の活動をより

活性化するための措置を講じている。さらに，学内保育施設として「ゆりのき保育所」や男女共同参画推進室

を設置するなど女性教員の教育研究環境の向上にも取り組んでいる。 

教員の採用・昇格に当たっては，原則として所属研究科の人事委員会が審査を行い，その結果を教育研究評

議会の下に設置され全学の教員人事を統括する人事企画委員会が承認している。また，人事においては，当該

教員の大学院課程における担当専攻・担当科目，学士課程における担当学類・担当科目が原則として前もって

指定されており，審査基準には大学院課程・学士課程担当としての条件が明記されている。各博士課程研究科

人事委員会において詳細な審議を行う専門委員会は当該専攻・学群・学類を代表する委員を含んで構成され，

研究と並んで教育における資格を審査している。 

教員の教育活動に関する評価は，平成 21 年度より「大学教員業績評価」を実施し，教員は，前年度の活動に

ついて自己点検・評価を行い，所属博士課程研究科の評価委員会がその評価の妥当性を検証している。また，

特に優れた活動を行った教員は全学の評価委員会が活動領域ごとに認定し，学長表彰を行っている。 

教員は，教育内容に関連した研究活動を行うとともに，授業内容は研究活動の成果をフィードバックさせた

ものとなっている。 

教育課程を遂行するに必要な教育支援者として，教育推進部及び各教育研究組織に事務職員又は技術職員を

配置するとともに，TA の活用を図っている。 

 

基準４ 学生の受入 

アドミッション・ポリシーは，学士課程においては，学類・専門学群ごとに，大学院課程については，研究

科・専攻ごとに定め，学内外に広く公表している。 

入学者選抜は，アドミッション・ポリシーに沿って最適な方法を採用し，学士課程においては，一般入試や

推薦入試の他に，アドミッションセンター入試，国際科学オリンピック特別入試及び第２学期推薦入試（帰国

生徒特別入試（８月入学））を先導的に導入・実施している。また，大学院課程においては，英語のみで学位取

得が可能な留学生特別プログラム等に対応する外国人のための特別選抜を実施し，平成 22 年度からは学士課程

を含めて大幅なプログラム等の拡充を行っている。その結果，留学生数は，国内で有数のレベルにある。さら

に，社会人特別選抜において，最短 1 年で学位取得が可能な「社会人のための博士後期課程早期終了プログラ

ム」を実施し，社会人の大学院課程修得を促進している。 

学士課程入試は，入学試験実施委員会が全学的に統括し，入試に関する企画立案と選抜方法等に関する調査

研究を同委員会及びアドミッションセンターが行っている。大学院課程入試では，各博士課程研究科に入試実

施委員会を置き，その組織及び運営に必要な事項を当該研究科の教員会議が定めている。 

入学候補者の決定は，入試結果に基づき，各教育組織の議を経て，副学長が報告を受け，適正な実施を確認

した上で，学長が行っている。 

アドミッション・ポリシーと入学者の関係の検証は，アドミッションセンターに置かれる調査研究部門や各

研究科の入学試験実施委員会等が，毎年度，入試データの分析・評価及び学業成績の追跡調査等を行い，選抜

方法の見直しや優秀な受験者確保の方策等に活用している。 

学士課程では，過去５年間において，適正な定員管理が行われている。また，大学院の博士後期課程では一

部入学定員充足率が低い状況にあり，①多様な学生受入制度の整備と広報の充実，②社会の要請に応える魅力

ある教育の展開と学生の経済的支援等の充実，③課程修了後のフォローアップ体制の充実等，博士後期課程進

学から修了までの３つのステージを対象として，様々な取り組みを検討し，改善の努力を行っている。 
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基準５ 教育内容及び方法 

〈学士課程〉 

学士課程では，開学当初から，教養課程と専門課程に代わって，教養教育的な基礎科目と専門教育的な専門

基礎科目，専門科目の科目区分を設定し，これらを有機的に連携させた楔形のカリキュラムを編成している。 

教育課程の編成方針として，平成 19 年度に「筑波スタンダード」が確認され，全学教育課程編成委員会が毎

年度の方針を決定している。学生は自らの関心，能力，適性，将来の進路などに応じて「主専攻分野」を決定

し，その分野の授業科目を重点的に履修する一方，隣接する分野や関連する分野も含め，総合的に履修できる

ように教育課程を編成している。 

学生には，それぞれの関心や問題意識等のニーズに基づき，「自由科目」や他大学における履修，海外を含む

多彩なインターンシップが提供されている。また，一定の条件を満たせば，博士前期課程（修士）の授業を受

講することも認められている。さらに，文部科学省の提供する各種の大学教育支援プログラムや学内教育プロ

ジェクトにより，学生や社会のニーズに応える教育プログラムの取組みを行っている。 

単位の実質化の観点から，履修科目の登録の上限を原則として年間 45 単位に制限し，シラバスにおいて，授

業外における学習方法の記載を推奨する等，単位の実質化を図る取組みを行っている。 

授業は，講義，演習，実験，実習若しくは実技又はこれらの併用による多様な方法により，各学群・学類に

おいてそれぞれの教育内容に応じた適切な学習指導法の工夫がなされている。 

成績評価基準等は，学生に対し，修学上の一般的事項及び関係規則を記載した『履修要覧』及び『開設授業

科目一覧』を配布するとともに，各学群・学類ではシラバスを作成し，ホームページ等において公開している。 

自主学習環境として，各学群・学類の自習室・自習コーナーのほか，全学的には，附属図書館や全学計算機

システムサテライト，外国語 CALL システムの利用を可能としている。また，高等学校での未履修者を対象とし

た全学リメディアル教育を生物学・数学について実施しているほか，各学群・学類において，必要に応じて，

補習教育を実施している。また，クラス担任が履修指導・履修相談を行う等の対応をしており，卒業時アンケ

ートでは自主学習環境の満足度は「やや満足」まで加えれば 90％を超えている。 

全学の成績評価基準は「筑波大学学群試験実施要項」を定め，個別の授業科目における成績評価基準はシラ

バスにおいて明記され，学生に周知されている。卒業認定基準については，卒業要件として「学群履修細則」

において学生が履修すべき単位数（科目）を定められ，学類教員会議を経て，学群教員会議において卒業の認

定を行っている。 

各授業科目の成績評価は，担当教員が責任をもって行い，その結果を筑波大学教育情報システム（TWINS）に

入力し，開設教育組織の長が確認を行い，成績の確定を行う体制をとっている。学生には，定期試験の結果を

通知しており，成績評価に対する問合せ，異議申し立てがあった場合には，担当教員が対応している。 

 

〈大学院課程〉 

大学院課程において，博士課程の前期課程では研究型高度専門職業人の養成，後期課程及び５年一貫制の課

程では専門的分野における研究者の養成，修士課程では高度専門職業人の養成又は社会人の再教育を目的とし

た教育を行っている。各研究科では，研究科・専攻の教育目標を踏まえ，各専攻の学問分野の特性に応じた体

系的な教育課程を編成している。また，大学院課程修了者に相応しい幅広い学識や研究者倫理を涵養するため

大学全体として「大学院共通科目」を開設している。学生は，各研究科で編成された授業科目に加えて，他の

研究科・学群，他大学での開設授業科目の履修が可能であり，企業や海外を含む多彩なインターンシップを提

供している。 

「デュアルディグリー」制度を実施し主たる専門と並んで関連する分野の学位の同時取得が可能となってい
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る。さらに，文部科学省の提供する各種の大学院教育支援プログラムや学内教育プロジェクトにより，学生や

社会のニーズに応える教育プログラムの取組みを行っている。 

大学院の教育課程は，各課程を通して数多くの授業科目を開設し，体系的に履修できるよう履修モデルやコ

ース設定などによるコースワークを充実させている。単位の実質化への配慮として，シラバスを作成し，学習

目標，授業の方法及び計画並びに評価基準を明示している。達成度評価システムを一部の専攻及びコースにお

いて実施し，単位取得と学位論文審査を越えた学修の実質化の先導的試みを行い，学位授与に至る評価のプロ

セスが可視化されたということで，外部評価委員会から高い評価を受けている。 

授業は，講義，演習，実験，実習若しくは実技又はこれらの併用による多様な方法により，各研究科では，

それぞれの学問分野の特性に応じて，多様な授業形態の中から適切な形態を組み合わせた授業を実施している。 

大学院設置基準第 14 条に定める教育方法の特例を適用することにより昼夜開講制を実施し，多くの有望な社

会人が在職のまま大学院の正規の授業を受け，企業社会において指導的役割を果たしうる高度専門的知識と能

力を獲得する機会を提供している。 

研究指導，学位論文の指導体制として，全ての研究科では，正・副指導教員による複数指導体制により幅広

い論文指導を行う体制を明確にしている。 

成績評価基準として，学生に対して，学習目標，授業の方法及び計画，並びに評価基準をシラバス等に

明示した上で，レポートの提出状況，研究の進捗状況，講義の出席状況，学会発表及び学会誌への成果発表を

考慮した適切な成績評価を実施している。 

学位論文の審査体制として，学位論文審査委員会における審査体制や手続きを定め，研究科教員会議が主査

及び副査を指名するなど，学位論文又は研究成果の審査を厳格に行っている。また，学位審査等に関する手順

は，各研究科のホームページへの掲載や資料等を学生に配付し，周知を行っている。   

各授業科目における成績評価は，担当教員が責任をもって行い，その結果を筑波大学教育情報システム

（TWINS）に入力し，開設教育組織の長が確認を行い，成績の確定を行う体制をとっている。また，学生には，

定期試験の結果を通知しており，成績評価に対する問合せ，異議申し立てがあった場合には，科目担当教員が

対応している。 

 

〈専門職学位課程〉 

法曹専攻（以下「法科大学院」という）では，限られた時間内において法学の体系的知識を獲得するため，

特に体系的知識の要求される法律基本科目群について，履修年次に即した三段階の講義体系により体系的･反復

的学習を実施している。国際経営プロフェッショナル専攻（以下「MBA－IB」という）では，科目編成において

も理論面と実践面に関して偏りが生じないように配慮している。 

法科大学院では，有職社会人という学生の特徴に合わせて，企業法務やコミュニティサービスに関連する多

様な展開・先端科目を開設している。また，法曹実務教育を重視し，多彩な実習型の実務系科目を配置してい

る。特に，現実のクライアントと接しながら，実践的にスキルと倫理を修得するリーガルクリニックを重視し，

学内に併設法律事務所を開設している。MBA－IB では，国際化・情報化が急速に進展する社会・経済ニーズに

応えた授業科目を編成するとともに，職業倫理感の涵養に関する科目や国際的経営知識や視野の拡大をめざし

ている。また，実務の最前線にいる実務家をみなし専任教員として採用している。最終修了要件である「ビジ

ネスプロジェクト」では，学生は企業内プロジェクトやインターンシップを通じて，リアルタイムで最新の経

営課題と実務技能を体験できるようになっている。さらに，両専攻において，文部科学省の提供する各種の大

学院教育支援プログラムにより，学生や社会のニーズに応える教育プログラムの取組みをしている。 

両専攻とも，履修科目の登録の上限を設定するとともに，学修の成果を客観的かつ厳格に評価するための GPA

（Grade Point Average）制度による成績評価を実施している。また，法科大学院では，学生の効果的な事前学
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習を支援するため，講義レジュメ等の関係資料を紙媒体での資配付に加えて，専攻ウェブサイトにより，学外

からも任意に取得できるよう工夫に努めており，担当教員からの予習に関する留意事項を学生に周知できるよ

うにしている。MBA－IB では，修了要件とされている「ビジネスプロジェクト」では複数回の発表会を行い，

３～４名の教員が評価している。 

両専攻とも，実務家教員による講義やエクスターンシップにより，当該職業分野に対する社会からの要請等

を把握するとともに，最新の情勢を授業内容に反映するよう努めている。さらに，それぞれの職業分野におけ

る専門的知識の獲得と専門職業において必要な能力の獲得のため，実践的・実務的な学修指導となるよう工夫

し，法科大学院では，併設法律事務所において「リーガルクリニック」を実施し，MBA－IB では，ディベート，

フィールド研究，ディスカッション等の９つの実践的な教育メソッドに則して授業運営がなされている。 

両専攻ともに，１年間の授業の計画，各授業科目における授業の内容及び方法，成績評価の基準と方法等を

シラバスに明記して学生に配布している。 

法科大学院では，休祝日を含め 24 時間利用できる専用の図書・自習室を備え，パソコンから，国内外の主要

データベースへアクセスして自習のための情報検索を可能としている。集中講義の履修に際して必要な予習復

習の時間が確保されるよう，同一科目について１日２コマまでの開講を原則とするほか，日曜及び月曜の休日

の開講を避ける等十分配慮している。MBA－IB では，限られた教員リソースを夜間，土曜に集中し，学生が選

択可能な科目を増やすとともに，社会人学生の通学の便を考慮しコア科目の土曜日集中化を図っている。東京

キャンパス大塚図書館は，社会人大学院学生が利用しやすいよう，開館時間を設定している。 

両専攻では，成績評価については，全学生に配布している『大学院便覧』に記載され，学生に周知されてい

る。各教員は，試験結果及び授業出席状況その他を加味して判定した結果を研究科長に報告している。また，

成績評価に対して説明を希望する学生に対して，成績照会制度による対応を行っている。さらに，不服の申し

出があった場合には，授業担当教員，教務委員会で協議し，回答している。また，コミュニケーション窓口を

設置し，学生と教員とのコミュニケーションが日ごろより密となるよう配慮している。 

 

基準６ 教育の成果 

教育企画室及び全学的組織であるファカルティ･ディベロップメント（FD）委員会を設置し，FD 活動の一環

として，各教育組織と連携した授業評価アンケート，卒業（修了）生アンケート及び教育の実情調査等の取組

みにより教育効果の検証を行っている。また，達成度評価システムを導入している教育組織や教育プログラム

もある。 

修業年限内の学位授与（卒業・修了）率及び国家試験等の合格状況は，おおむね安定しており，学生が在学

期間中に顕著な活動を行い，国内外から表彰される例も少なくない。 

共通科目に関する授業評価アンケートでは，肯定的評価が過半数を大きく上回り，授業の満足度は高い。 

卒業・修了の進路について，学士課程では，平成 19 年度の改組・再編に伴い，早期卒業者を除いて卒業生を

輩出していない。大学院修士課程（博士前期課程を含む。）の進路は，進学率 17％，就職率 55％，社会人学生

の職場復帰が 10％，留学生の帰国が５％となっており，大学院博士後期課程（一貫制博士，３年制博士，専門

職学位課程を含む。）の学生の進路は，就職 38％，研究員 23％，社会人の職場復帰が 19％，留学生の帰国が８％

となっている。その結果，平成 21 年度を見れば，2397 名の学士，1665 名の修士，402 名の博士取得者を社会

に送り出している。この中には，修士 171 名・博士 75 名の社会人学生，修士 90 名・博士 31 名の留学生が含ま

れる等，国内外の社会的要求に応えて有為な人材を輩出している。 

毎年実施している卒業（修了）生及び卒後 20 年を経た卒業生に対するアンケート調査並びに就職支援の一環

として行っているステークホルダー調査における大学全体の教育についての調査結果は，総じて良好である。 
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基準７ 学生支援等 

入学時オリエンテーションにおいて，カリキュラム，履修方法等についてのガイダンスや主専攻の選択説明

会，さらに，学位取得までのスケジュール及び手続きの説明会等を各教育組織の状況に合わせて行っている。 

各教員はオフィスアワーや e-mail による学習指導・助言その他学生生活全般にわたる指導・助言を行ってい

る。また，クラス連絡会や大学院懇談会を定期的に開催することで学生からの教育・学生生活に関するニーズ

把握するとともに「スチューデントプラザ」を中心とした全学を挙げた一体的な支援体制を構築し，適切な助

言、支援を行っている。 

留学生センターの活動，チューターの配置等による留学生支援，夜間大学院の設置，昼夜開講制の実施によ

る社会人学生支援，障害学習支援室の活動，ピア・チューターの配置，学生宿舎の改修による障害学学生支援

等により，特別な支援を行うことが必要と考えられる学生について，適正な学習支援及び生活支援を行ってい

る。 

自主的学習環境として，附属図書館の長時間開館，全学計算機システムの原則 24 時間利用等に加えて各教育

組織においても，学生の自習室・自習コーナーを設置している。 

自治活動・課外活動については，リーダー育成，広報活動支援等の他，活動スペース活動資金の支援が行わ

れており，また，課外活動の発展や適正な援助のための審議，意見交換，連絡を行っている。 

経済支援については，入学料，授業料免除，日本学生支援機構，地方公共団体・民間等奨学団体の奨学金制

度活用のほか，平成 21 年度に本学独自の奨学金制度「つくばスカラシップ」を創設し，安心して勉学に専念で

きる環境を確保するとともに，本学における国際化の一層の推進を図っている。 

 

基準８ 施設・設備 

本学は，筑波キャンパスと東京キャンパスの２つの主要キャンパスを有し，校地面積は合計 1,737,745 ㎡で

あり，両地区の校舎等の施設面積は合計 489,015 ㎡となっており，また，多数の施設を備え大学設置基準を十

分に満たしている。 

施設整備については，維持管理や有効活用に係る基本方針を定め，資産を最大限に活用することとしている。

また，耐震診断の結果に基づき３段階のランク付けを行い，緊急度の高い建物から順次耐震化を進めている。 

情報環境機構は，全学的に統一した視点で情報環境整備を進めており，本学の教育課程の遂行に必要な情報

環境を学生及び教員全員に統一的に提供するため全学計算機システムを設置している。また，外国語センター

には語学教育のための CALL システムを設置している。 

学内の施設の効率的運用・有効活用を進めると共に施設の維持管理を計画的に行うため大学施設の現状を毎

年度とりまとめ，筑波大学ホームページ（学内専用）に掲載して周知している。 

附属図書館は，総合大学の図書館としてすべての分野の研究，教育活動を支援する均衡のとれた蔵書構成と

豊かな蔵書を持ち，夜間・週末を含む長時間の開館を行って学生・教員の便に供している。また附属図書館の

質を維持，発展させるため，資料の収集，図書の選定に関する基準を定め，図書，雑誌，電子媒体等を系統的

かつ計画的に整備している。 

収集した貴重書，本学で生産された研究成果報告書，博士学位論文，紀要等の全文の閲覧，蔵書検索，文献

情報データベース，電子ジャーナルを提供する電子図書館システムにより，学生希望図書の Web 申し込み受付，

教員向けの学内の図書館所蔵雑誌の文献複写電子デリバリーサービスの運用，図書搬送サービス申し込みの

Web 化等を行うとともに，附属図書館 Web サイトの改善等図書館ポータル機能の向上に努め非来館型サービス

の強化を図っている。 

 

基準９ 教育の質の向上及び改善のためのシステム 
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教育の状況に関する基礎的なデータは，筑波大学教育情報システム（TWINS）に蓄積するとともに，担当の事

務においても収集，蓄積し，データ（統計）等に関する資料を作成している。 

教育及び学生担当の副学長の下に教育方法及び学生生活等の改善のための組織を置き，全学及び各教育組織

単位で教育の質の向上，改善に向けて取り組んでいる。 

大学の構成員からの意見の聴取は，授業評価，懇談会等を通じて行うとともに，学外関係者の意見を企業・

学会等における修了生の評価等多様な方法により調査し，教育の効果を客観的に検証している。これらの意見

聴取結果は，全学的な意思決定会議等で周知し，全学的な自己点検・評価や，各教育組織の自己点検・評価及

び FD 活動において活用している。 

学士課程では，学群共通科目に関する全学的な授業評価を実施している。学群専門科目及び大学院課程につ

いては，それぞれ授業評価アンケートを実施するように努めている。その結果について，クラス連絡会や大学

院生懇談会等を通じて，学生と教員間で充分に意見交換を行い，よりよいものになるよう改善に努めている。 

全学ファカルティ・ディベロップメント（FD）委員会を設置し，FD 活動を推進するため実施要項を定め，研

修会，授業評価アンケート調査の実施等を全学的に展開している。また各教育組織においても教育方法等の改

善のための取組みをそれぞれ行っている。 

大学教育におけるきめ細かい指導を実現し大学教育研究の充実及び将来教員・研究者になるための指導者と

してのトレーニングの機会を提供するために，多数のティーチング・アシスタント（TA）を雇用している。 

 

基準 10 財務 

資産については，国立大学法人化に伴い国から承継した資産を平成 21 年度末においても維持していることか

ら，大学の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行できる資産を有している。 

負債については，国立大学法人会計基準特有の返済を要しない負債が多く，長期借入金等についても償還計

画に基づき計画通り返済を行っていることから，債務は過大ではない。 

経常的収入については，教育研究活動を安定して遂行するための運営費交付金，自己収入，外部資金が継続

的に確保されている。 

中期計画及び年度計画の予算，収支計画及び資金計画について，経営協議会及び役員会の審議を経て決定し，

これらの計画は，大学ホームページに公表していることから，広く一般に明示されていると判断する。 

平成 21 年度の損益及び収支の状況については，当期総利益が計上され，収入が支出を上回っていることから，

収支の状況において，過大な支出超過となっていない。 

学内予算編成方針については，経営協議会及び役員会の審議を経て，学長が決定しており，その配分に当た

っては，基盤的な教育研究の安定維持に配慮しつつ，重点及び戦略的経費による重点配分も実施していること

から，本学の目的の達成を考慮したうえで，教育研究活動に対して適切な資源配分が行われている。 

財務諸表については，官報やホームページを通じて公表するとともに，分かりやすく解説した『財務レポー

ト」を作成して公表していることから，適切な形で公表されている。 

監査室において，関係規則と計画に基づき全部局を対象に会計監査を実施し，その結果を学長及び財務担当

理事に報告するとともに，改善を要する事項は速やかに措置がとられ，良好な取組事例の紹介と併せて共通の

注意事項として全学に周知している。また，会計監査人による期中監査・期末監査も実施され，監事は，会計

監査人から監査の方法とその結果について説明を受けた上で，当該監査の正確性について最終確認しているこ

とから，財務に対して，会計監査等が適正に行われている。 

 

基準 11 管理運営 

国立大学法人法に基づき，役員会，経営協議会及び教育研究評議会を設置し，大学運営に関わる重要事項を
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審議している。また，本部及び部局に必要な事務組織を置くとともに，業務運営を行うための特別な組織等を

置いている。危機管理等については，緊急連絡網や研究倫理や安全管理面に関する諸規程等を整備している。 

学長は，役員である理事を自ら選考し，事前に法定会議における議題の振分けや効果的な意思決定を図り，

そのうえで，法定会議において重要な審議項目を審議・決定して業務を遂行している。 

各部局における教育研究の質の向上及び運営の改善に向けた目標・課題認識の共有等を図るため，部局と学

長等との部局運営懇談会を実施し，また，学生生活実態調査を実施し，学生の要望等について適切な学生支援

を行うよう努めている。 

監事は，監査計画を策定し，業務監査と財務に関する監査を実施している。また，役員会その他重要な会議

に出席し経営に対する意見・助言を行うとともに，学長・副学長との意見交換を行っている。 

平成 21 年度より，各職員が大学全体の目標等との連動性を保ちつつ，主体的に担当業務の目標を明確に意識

し，効果的に業務遂行するための管理手法として「目標管理システム」を導入した。また，職員研修として，

マネジメント，労務管理等のテーマを組み込んだ研修を実施し，意識改革と資質向上に注力している。 

本学の管理運営については，建学の理念に基づき，年頭に学長から所見を述べている。また，本学の組織及

び運営の基本に関する事項，理事の任期，役員の業務分担は，法人規則等により明確に定めている。 

筑波大学ホームページにおいて本学の諸活動状況を掲載し，また教職員専用ページに，諸会議情報（資料），

業務や仕事に係る連絡や各種ツールを掲載し，大学構成員がいつでもアクセスできるようにしている。 

開学以来，自己点検・評価を継続実施している。法人化以降は，中期計画の実行管理に連動させた評価シス

テムとして定着させ，これらの活動実績や自己点検・評価結果を『筑波大学年次報告書』として取りまとめ，

学内外に公表している。 

中期目標・中期計画に係る各年度の業務については，自己点検・評価に基づき業務実績報告書を作成し，国

立大学法人評価委員会による評価を受けている。また，平成 20 年度及び 21 年度には二つの専門職学位課程が

認証評価を受審している。さらに，各組織において，個別に外部者による評価を受けている。 

各年度の自己点検・評価として，年度当初に中期計画・年度計画に掲げた施策を中心に重点施策を定め，年

度終了後に検証と課題の洗い出しを行い，次年度以降の運営改善に活用している。また，国立大学法人評価委

員会において指摘された事項については，教育研究評議会及び経営協議会等学内諸会議に報告し，改善を行っ

ている。 

筑波大学ホームページでは，大学における教育研究活動の状況・成果に関する情報を各種言語（日・英・中・

韓）により発信している。また『筑波大学概要』を毎年度作成し，他機関や来訪者に配布している。さらに，

原則月 1 回定例記者会見を開催し，積極的な情報発信に努めている。 
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ⅳ 自己評価書等 

 

 対象大学から提出された自己評価書本文については、機構ウェブサイト（評価事業）に掲載しておりますので

ご参照下さい。 

 なお、自己評価書の別添として提出された資料の一覧については、次ページ以降の「ⅴ 自己評価書に添付さ

れた資料一覧」をご参照下さい。 

 

 

 

 

 

 

機構ウェブサイト  http://www.niad.ac.jp/ 

 

  自己評価書     http://www.niad.ac.jp/sub_hyouka/ninsyou/hyoukahou201103/ 

daigaku/no6_1_1_jiko_tsukuba_d201103.pdf 
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ⅴ 自己評価書に添付された資料一覧 

 

基 準 資料番号 根拠資料・データ名 

基準１ １－１－①－３－ａ 

１－１－①－４－ａ 

１－１－②－２－ａ 

１－２－①－１－ａ 

各学群・学類の人材養成目的が規定されている細則 

「筑波スタンダード」 

各研究科・専攻の人材養成目的が規定されている細則 

「平成22年度 学生便覧」(抜粋)  

基準２ ２－２－①－３－ａ 

２－２－①－５－ａ 

２－２－②－１－ａ 

２－２－②－２－ａ 

学群運営委員会（教員会議）等の設置状況 

研究科教員会議等の設置状況 

学群・学類カリキュラム委員会等の設置状況 

研究科・専攻カリキュラム委員会等の設置状況 

基準３ ３－１－⑤－３－ａ 

 

３－１－⑤－４－ａ 

３－２－②－１－ａ 

国立大学法人筑波大学教員のテニュア・トラック制に関する規程（平成19年法人規程第

８号） 

国立大学法人筑波大学教員の任期に関する規程（平成16年法人規程第４号） 

大学教員業績評価指針 

基準４ ４－１－①－１－ａ 

４－１－①－２－ａ 

４－２－③－ａ 

４－２－③－ｂ 

４－３－①－ａ 

各学類・専門学群のアドミッション・ポリシー 

各研究科・専攻のアドミッション・ポリシー 

筑波大学学群入学者選抜等に関する法人細則 

国立大学法人筑波大学大学院入学者選抜に関する法人細則 

入学定員充足率 

基準５ ５－１－②－２－ａ 

 

５－１－③－１－ａ 

５－３－②－１－ａ 

５－４－②－６－ａ 

 

５－８－③－２－ａ 

国立大学法人筑波大学学群学生の他大学等における授業科目の履修等に関する法人細則

（平成17年法人細則第18号） 

履修科目登録単位数の上限設定及び早期卒業制度の実施に関するガイドライン 

国立大学法人筑波大学法人文書管理規程（平成17年法人規程第１号）（抜粋） 

筑波大学大学院における研究科間デュアルディグリープログラムに関する取扱い（平成

19年６月21日教育研究評議会承認） 

ビジネス科学研究科における成績評価基準（平成20年１月24日第78回ビジネス科学研

究科運営委員会決定） 

基準６ ６－１－②－ａ 学位授与（卒業・修了）率 

基準７ ７－２－②－ａ 国立大学法人筑波大学クラスに関する規程（平成18年法人規程第７号） 

基準10 10－１－①－ａ 

10－２－②－ａ 

10－２－②－ｂ 

10－２－③－ａ 

10－２－③－ｂ 

10－２－③－ｃ 

10－３－②－ａ 

10－３－②－ｂ 

10－３－②－ｃ 

貸借対照表（平成22年３月31日現在） 

損益計算書（平成21年４月１日～平成22年３月31日） 

平成21事業年度 決算報告書 

平成22年度の学内予算編成方針 

平成22年度当初予算 

平成22年度重点及び戦略的経費の配分方針 

平成22年度監事監査計画 

国立大学法人筑波大学監事監査要綱 

平成22年度内部監査計画 
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10－３－②－ｄ 

10－３－②－ｅ 

10－３－②－ｆ 

国立大学法人筑波大学内部監査規則 

監事の監査報告書 

独立監査人の監査報告書 

基準11 11－１－①－１－ａ 国立大学法人筑波大学規則集 第一章 組織運営（抜粋） 
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